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科目について商業学科でも履修できるようにするとともに、そのうち 2 科目について
は 3 コース中 1 コースのコース専門科目Ⅱとする。 
(3)英語教育の強化 
ビジネス英語を強化し、選択科目とされる外国書講読Ⅰ･Ⅱを統合して半期 4 単位
科目にする。教養科目の英語教育とも連携を強化し、英語が弱いとされる商学部生の
英語力強化をはかる。 
(4)専門科目の統廃合、名称変更、前期・後期の配当の見直し 
商業学科の専門科目についてコースごとに専門科目を見直し、選択科目からのコー
ス専門科目Ⅱへの移動、必要な科目の統廃合、名称変更を行う。また、ここでは明記
しないが、教育効果の面から前期・後期の配当の見直しを行う。 
(5)教育内容・シラバスの充実、履修モデルの提示、前提科目指導の徹底 
改革に向けた専門科目の見直し作業の一環として、各科目の教育内容を点検し、よ
り充実した教育の実現をはかる。具体的にはシラバスをより充実させ、コースごとに
学生の履修の目安となるよう、いくつかの履修モデルを提示し、学生の知的関心にし
たがい、適切な履修が可能となるようにする。 
 現状ではある科目についての履修前提科目がシラバス上で示されているだけで、実
際の履修制限につながらない場合があった。平成 16 年度の事務システムの更新を見
越し、平成 16 年度以降については前提科目指導の徹底をはかる。 
 
留意事項： 
本改革にあたっての留意事項として「改革の範囲はコース名称の変更と専門科目の
統廃合・名称変更。この際の原則はスクラップ＆ビルド。もしも新設科目の設置を要
求する場合はコースや学科の科目の展開数を調整し、その余剰分を新設科目に割り当
てるなど、この改定が全学的にスムーズに承認されるような配慮がなされたものに限
る」を掲げてきた。このため改革と呼びながらあまり大きな改革がなされていない、
あるいは大きな改革案の検討がなされなかったとの意見もある。これに対しては前回
の改革が文字通りカリキュラムを一新したもので、この成否はもう少し長い目で見な
いと判断できない。今回はあくまで現状で認識されている現行カリキュラムの問題点
をフォローアップするという視点から行われたことを強調しておく。この意味で今回
の改革案についてはこの留意事項が順守されているものと信じている。 
 
Ⅰ．商業学科の改革について 
 
（１）商業学科のコース名の変更 
金融・証券・保険コースをファイナンスコースに変更 
 
現 行           H16 年度より 
マーケティングコース     マーケティングコース 
金融・証券・保険コース    ファイナンスコース 
産業システムコース      産業システムコース 
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H15.3.10 学部長会資料 
商学部新カリキュラムフォローアップワーキンググループ作成 
 
平成 16 年度商学部カリキュラム改革（案） 
――平成 12 年度導入専門セメスター制カリキュラムフォローアップ―― 
 
改革の背景： 
商学部ではこれまでのカリキュラム体系を一新させる専門科目セメスター制を平成
12 年度より導入し、平成 15 年度に完成年度を迎える。本来このカリキュラムは半年
ごとの履修登録ができるシステムが近い将来導入されることを見越して作られたもの
であり、そのようなシステムが導入された状態でメリットが 100％活かされるもので
ある。残念ながら完成年度までは現行の通年ベースの事務システムが存続し、専門セ
メスター制と呼称しながら、履修登録は 4 月に 1 年分行い続けることとなった。しか
しながら、現行システムの例外処置を拡大適用し、前期展開の選択必修科目のいくつ
かについては、その履修結果によって後期に履修登録の変更を認め、実質的な再履修
の道を開いてきた。 
平成 16 年度については「後期履修が可能なシステム」導入が全学的に検討され、
現在これが実現される方向で動いている。 
商学部では、現行カリキュラムが完成年度を迎えるのを見越して、そのカリキュラ
ム内容のフォローアップに着手してきた。そして完成年後の平成 16 年度より商業学
科について下記に示すいくつかの改善を実施することとなった。 
ただし、会計学科については、現在公認会計士試験制度の改革とアカウンティング
スクールの整備についての論議が行われていることを踏まえて、改革が拙速になるこ
とを避ける必要があり、平成 16 年度の改革を見送る。会計学科の改革に際してはフ
ォローアップというよりも大きな改革が必要になることも予想されるため、大きな流
れを考慮した上で平成 17 年度に改革を行う予定である。 
 
改革の骨子： 
(1)コース名の変更 
商業学科 3 コースのうち、金融・証券・保険コースの名称をファイナンスコースに
変更する。ファイナンスコースという名称はコース制導入時にも検討され、その時点
ではファイナンスの 3 分野を併記した金融・証券・保険コース方が学生にわかりやす
いと結論づけた。しかし、現状ではファイナンスコースへの名称変更が焦眉の急と認
識されている。 
(2)基礎科目・会計科目の充実 
導入教育科目と位置づけられる基礎数学と統計入門とを統合し導入教育の強化をは
かると同時に、財務会計論を選択必修科目の基礎科目Ⅱに位置づけ、基礎科目の強化
をはかる。 
また、会計科目の充実を要求する学生の声に答えて、会計学科で開講されている 7
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分野ごとの配置を考えた一覧表示とは、基礎専門的な科目、高度な専門分野の科目
を分野ごとにまとめて表示することで、たとえば会計科目や情報関連科目が一覧表上
にまとまった連続として表示することをいう。 
 
２）基礎科目の充実について 
(1)基礎数理 
導入科目としての基礎数学と統計入門を統合し、基礎数理として展開する。また、
入学時の学力にあわせて教育を行うため、基礎数理Ⅰと基礎数理Ⅱの履修あるいは基
礎数理Ⅱと基礎数理Ⅲを履修させる形態とする。 
 
現 状： 
基礎数学（1 年次前期 2 単位）  統計入門（1 年次後期 2 単位） 
入門レベル、一般レベル    レベル分けなし 
前期 3 展開 前期 3 展開    後期 3 展開      計 9 展開 
 
H16 年度より： 
  入門レベル（数学の学力がやや劣る学生） 
    基礎数理Ⅰ（1 年次前期 2 単位）  基礎数理Ⅱ（1 年次後期 2 単位） 
     前期 3 展開            後期 2 展開 
                     基礎数理Ⅰ（2 単位） 
                      後期 1 展開 
                     （入門レベル再履修用） 
一般レベル（クラス分けによる上位の学力の学生） 
    基礎数理Ⅱ（1 年次前期 2 単位）  基礎数理Ⅲ（1 年次後期 2 単位） 
     前期 3 展開            後期 2 展開 
     ＊前期で基礎数理Ⅱを落とした学生は、後期開講の基礎数理Ⅱを再履修。 
                               計 11 展開 
 
＊ 入門・一般レベルとも前期に 3 展開を行い、後期 2 展開としているのは、
前段の科目が後段の科目の前提科目とするため。入門レベルで前期基礎数
理Ⅰを落としたものは後期再履修用の基礎数理Ⅰを受け直す。基礎数理Ⅱ
は基礎数理Ⅰの単位を修得していなければ履修することができない。一般
レベルで前期基礎数理Ⅱを落としたものは、入門レベルとして開講される
基礎数理Ⅱを再履修する。基礎数理Ⅱは基礎数理Ⅲの前提科目となる。  
＊ 現行 2 科目を基礎数理として統合し、さらにレベル分けを行ったことか
ら基礎数理Ⅲはカリキュラム上の分類では新設科目となってしまう。この
点に関して導入教育の整備の一環における表示上の問題として学部レベル
では問題なしとされている。 
＊ 平成 15 年度においては、非常勤講師 2 名で 3 展開、専任教員が６展開
担当している。平成 16 年度より 11 展開が必要となるが、この展開増加分
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（２）基礎科目・会計科目の充実 
１）専門科目の選択科目区分体系の改善について 
 現状では専門科目の選択科目について、商業学科専門科目一覧において「コース専
門科目」、「専門科目Ⅰ」、「専門科目Ⅱ」という表記がなされている。しかし、区分表
示はわかりにくい。 
・「コース専門科目」は、あるコースに所属している学生から見れば、他コースで
コース専門科目となっている科目であるから、「他コース専門科目」と表記すべき
である。 
・「専門科目Ⅰ」は本来商業学科全体として、あるいはコースの専門を学ぶ上での
基礎となる「基礎科目Ⅲ」の性格を持ったものである。 
・「専門科目Ⅱ」は、選択必修科目の単位数設定枠のためある特定のコース専門科
目として設置できない専門性の高い科目である。したがって、同じ「専門科目」と
表示しても、ⅠとⅡでは性格が異なる。 
 
現行の専門科目の区分と選択必修の単位の制約 
選択必修科目 
 基礎科目Ⅰ 12/16     
 基礎科目Ⅱ 20/28     
 マーケ 金融 産業 56   
コース専門科目Ⅰ 12/16 12/18 12/18   88 
コース専門科目Ⅱ 12/32 12/18 12/26     
選択科目 
コース専門科目           
専門科目Ⅰ      32   
専門科目Ⅱ           
 
選択科目の現行の 3 つの区分は廃止し、選択科目として単位修得が可能な科目を分
野ごとの配置を考えた一覧表示する方式に切り替える。 
 
H16 年度以降の専門科目の区分と選択必修の単位の制約 
（主要変更科目、＊単位の制約の変更を示す） 
選択必修科目 
 基礎科目Ⅰ 
12/16 基礎数学と統計入門
統合 
    
 基礎科目Ⅱ 20/32 財務会計論     
  マーケ ファイ 産業 56   
コース専門科目Ⅰ 12/16 12/18 12/18   88 
コース専門科目Ⅱ 12/32 12/26* 12/28*     
選択科目 
          
     32   
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は専任教員が担当する予定。 
＊ 基礎数学と統計入門とを前期週 2 展開行う 4 単位科目として統合するこ
とも選択肢として考慮した。しかし、レベル分け、再履修の体制、移行措
置、卒業にかかわる履修単位の面から 4 単位化は実現不能と判断した。 
 
①基礎数理を設定する理由（現状の問題点） 
 1)導入科目としての両科目の連動性が欠如 
 2)受講学生のレベル格差 
 H15 年度については、基礎数学のみ入門と一般の２つにレベル分けを行うことと
なった。統計入門については手つかずに放置している。 
②改善点 
 導入科目としての基礎数学、統計入門両科目の有機的連動が期待できる。学生のレ
ベルに応じた導入教育のメニューが用意できる。セメスター制のメリットを活かせる
展開が可能で、再履修や移行措置もスムーズにできる。 
③移行措置 
 統合案は H16 新入生より適用する。H15 以前の入学者の再履修に対する移行措置
は、基礎数理Ⅰを基礎数学に、基礎数理Ⅱを統計入門に読み替えるものとする。これ
は実際に前者では中学、高校の数学の復習から大学へつなげる部分を、後者に統計入
門で扱う統計に関する基礎的部分を講義内容とするからである。 
④履修方法及び単位の取り扱い 
 H16 年度入学生からは、「基礎数理Ⅰと基礎数理Ⅱ」あるいは「基礎数理Ⅱと基礎
数理Ⅲ」の計 4 単位を履修させる。なお、修得した基礎数理Ⅰ、基礎数理Ⅱ、基礎数
理Ⅲの単位は、選択必修科目基礎科目Ⅰとしてそれぞれ認められる。 
入門レベルの学生が基礎数理Ⅰと基礎数理Ⅱの単位を修得した後で、基礎数理Ⅲの
履修を希望する場合は、16 単位中 12 単位の選択必修科目基礎科目Ⅰとしてではなく、
専門選択科目として履修を認める。 
 
(2)財務会計論の基礎科目Ⅱへの組み込み 
現在選択科目、専門科目Ⅰに分類されている財務会計論を基礎科目Ⅱへ移し、選択
必修科目とする。 
 
専門科目区分の変更理由：選択必修科目である基礎科目ⅠとⅡをあわせても会計学分
野の科目が現行では簿記論Ⅰだけに限られている。商業学科の学生として財務会計論
は学ぶべき科目であり、実際選択科目として多くの受講生がいる（H15 で 2 展開開講）。
この移動により基礎学力を強化するとともに、現行の基礎科目Ⅱにおける選択必修科
目の枠、28 単位中 20 単位修得を 32 単位中 20 単位にすることによって、卒業要件上
の選択必修のしばりを若干緩和する。 
 
３）商業学科で履修可能な会計科目について 
他学部学科間の相互履修制度が実現する一方で、商学部の両学科間の壁が厚いとの
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指摘があった。「H16 年度に向け、商業学科と会計学科間の相互乗り入れ可能な科目
を増やすよう調整を行う」との教授会了承事項(H15.1.28)にしたがい、現行の会計学
科のカリキュラムを配慮した上で、下記に示す 7 科目を商業学科で履修可能な科目と
する。 
 
財務管理論(会計学科 2 年次配当)     → ファイナンスコースのコース専門科目Ⅱ 
コンピュータ会計(会計学科 2 年次配当) → 専門選択科目 
＊実習による履修可能単位数に制約があるので、会計学科学生の履修を制限し
ないように配慮していく。 
社会環境会計論(会計学科 3･4 年次配当) → 専門選択科目 
原価管理論(会計学科 3･4 年次配当) → 専門選択科目 
予算管理論(会計学科 3･4 年次配当) → 専門選択科目 
財務情報分析論(会計学科 3･4 年次配当) → ファイナンスコースのコース専門科目Ⅱ 
会計情報システム論(会計学科 3･4 年次配当) → 専門選択科目 
 
いずれも商業学科の学生が専門選択科目(3･4 年次配当)あるいは選択必修科目とし
て履修可能とする。商業学科の履修年次や前提科目については今後検討していく。  
 
 
（３）英語教育の強化 
1)外国書講読の 4 単位化 
現在「外国書講読」はⅠとⅡの 2 単位ずつに分割されている。そのため 2 単位科目
の埋め草として履修する学生もいる。教える側も 2 単位では実のある教育をできない
という側面もあり、よりやる気のある学生を集め、実のある教育をするために半期週
2 回講義形式の 4 単位科目とする。 
2)ビジネス英語の強化 
 平成 16 年度より現在の 2 展開を 3 展開に増設する。また、統一した教材や教授法
を担当者間で話し合って決めることにより、すべてのクラスをほぼ同一内容とする。 
 英語力強化の成果を測る方法の１つとして、「ビジネス英語」履修者に TOEIC の受
験を強く勧める。 
＊ 現在商学部の英語力強化のために、商学部所属の英語教員と専門科目、日本
語などを担当する専任教員 4 名が参加する商学部英語教育研究会が組織され
ている。ここにおいて 1 年次の英語の習熟度別のクラス編成方法の改善、2
年次における編成替え、留学生の英語教育の問題などが話し合われている。 
 
 
（４）専門科目の統廃合、名称変更、前期・後期の配当の見直し 
１）マーケティングコース 
(1)「商品学総論」を「現代商品論」に名称変更する。 
①理由：現在のカリキュラムへの移行にあたり現代の経済・消費社会における商品
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（サービス）の意義と役割に焦点をあてた講義を展開するという趣旨で、旧来の商
品学の内容から新しい時代にふさわしい内容への再編成を実施してきている。今回
の措置は、そうした内容面の再編成に対応した科目名称に変更することを目的とし
ている。 
②配当年次、担当者は現行のまま。 
③移行措置：科目名称の読み替えで対応。 
(2)「プロモーション」を「マーケティングコミュニケーション」に名称変更する。  
①理由：Ｈ12 年のカリキュラム改革で広告論をプロモーションに名称変更した。そ
の趣旨は、広告という限定された範囲にとどまらず、マーケティングの重要な構成
要素の１つである広告・販売促進をトータルにとらえた科目内容とするためであっ
た。しかし、「プロモーション」という科目名称は学生にとってわかりづらい面が
ある。そのため、マーケティング主体の広告・販売促進を中心とした市場・消費者
等とのコミュニケーション活動を総合的にとらえるとともに、マーケティング論の
各論としての位置づけを明確にするため、科目名称の変更を実施する。  
②配当年次、担当者は現行のまま。 
③移行措置：科目名称の読み替えで対応。 
(3)「マーケティングリサーチ」（4 単位）を「マーケティングリサーチⅠ（理論編）」
（2 単位）「マーケティングリサーチⅡ（実習編）」（2 単位）に分割する。 
①理由：マーケティングリサーチは、科目の性格として、理論の講義と実際のデー
タを使っての実習（端末室を使用）という両面を有している。現行では、これらを
１つの科目として扱っているが、大教室の講義と少人数がふさわしい実習とを両立
させることが難しい状況にある。また、すべての受講生が実習まで踏み込んで学び
たいと考えているわけではなく、理論面の講義だけを求めている学生もいる。そこ
で教育効果をいっそうあげることを目的に、理論編と実習編をそれぞれ２単位科目
として分割し、実習編については履修者をある程度絞って授業内容の質的向上を図
る。 
②配当年次、担当者は現行のまま。ただし、本科目は選択必修科目のコース専門科
目Ⅰに属していることから、あまり履修者を絞り込むと卒業要件単位数との関係で
問題が生じる可能性があるため、「マーケティングリサーチⅡ（実習編）」について
は２展開する。 
③移行措置：科目名称の読み替えで対応。ただし、H15 年以前の入学者は、「マー
ケティングリサーチⅠ・Ⅱ」の両方を履修し単位修得してはじめて「マーケティン
グリサーチ」（４単位）の単位を修得したことにする。 
(4)特殊講義の充実をはかる 
コースからは、マーケティング史に焦点をあてる科目の新設要求が出た。今回の改
革ではスクラップ＆ビルドを原則とするため、純粋の新設科目は改革案として採用し
なかった。このコースからは別途特殊講義の充実についての要求も出されているので、
本来開講すべきであったコースとしての特殊講義の充実をはかり、特殊講義としての
展開数、担当者の負担も考慮しながら、「マーケティング史」、「環境マーケティング」、
「サービスマーケティング」、「サイバーマーケティング」などの科目の特殊講義とし
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ての開講を進めていく。 
 
２）ファイナンスコース（金融・証券・保険コース） 
(1)「証券市場」を「デリバティブ」に名称変更する。 
①理由：既存の「証券論」､「投資理論」との科目内容の区別がわかりにくいため。
また、「証券市場」において既にデリバティブについて講義を行っているため。 
②配当年次、担当者は現行のまま。 
③移行措置：科目名称の読み替えで対応。 
(2)「損害保険総論(2単位)」、「損害保険各論(2単位)」を統合し、「損害保険」（4
単位、配当3･4年次）とする。 
①理由：他のコース科目との連動の必要性。半期4単位科目の特徴を活かす。 
②配当年次、担当者は現行のまま(H16補充人事)。 
③移行措置：1 年間通年で開講。前期分を「損害保険総論(2 単位)」、後期分を「損
害保険各論(2 単位)」と読み替えることで対応。 
 (3)「金融機関」を「金融システム」に名称変更する。 
①理由：各金融機関の垣根が低くなる状況下、各金融機関の機能を個別に講義する
視点から、より総合的に金融システム全体について講義する。 
②配当年次、担当者は現行のまま。 
③移行措置：科目名称の読み替えで対応。 
(4)「企業金融」について現在の2年次配当を3･4年次配当に変更 
①理由：他のコース専門科目Ⅱとの配当年次の整合をはかるとともに､この科目が応
用領域を扱っており3･4年次配当の方が望ましいから。 
②担当者は現行のまま 
(5)選択必修科目コース専門科目Ⅱの充実 
「財務管理論」、「財務情報分析論」の2科目を選択必修科目コース専門科目Ⅱへ追
加し、現行の選択必修科目要件である18単位中12単位のコース専門科目Ⅱを26単位中12
単位として他コース並み(マーケティングコース：32単位中12単位)に充実させる。これ
によってコース間のコース専門科目Ⅱの選択必修要件を均一化する。 
1)財務管理論(3･4年次配当、4単位) 
2)財務情報分析論（3･4年次配当、4単位） 
①理由：コース内の専門科目との関わりが強く､コースの教育効果を上げるために必
要だから。 
  ②担当者は現行のまま。 
 
３）産業システムコース 
(1)「国際経営(2 単位)」を現在の選択科目から選択必修科目のコース専門科目Ⅱへ移
動する。 
①理由：コース内の専門科目との関わりが強く､コースの教育効果を上げるために
必要であるとともに、コース専門科目Ⅱの選択必修科目の要件を 28 単位中 12 単位
と引き上げ選択必修科目の要件を均一化するため。 
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②担当者は現行のまま 
(2)「中小企業」3･4 年次配当から 3 年次配当に変える。ただし、変更は商業学科のみ
で、会計学科の配当年次は据え置く。 
①理由 他のコース専門科目Ｉとの配当年次の整合性をとるため。 
②担当者は現行のまま 
 
＊今回のフォローアップで論議された産業システムコースのコース名称の変更、そ
れにともなう専門科目の統廃合については今後も時間をかけて検討していく。コー
スの分割も視野に入れたコース改革は次期の改革時に実現するように鋭意努力し
ていく。 
 
 
（５）教育内容・シラバスの充実、履修モデルの提示、前提科目指導の徹底 
改革に向けた専門科目の見直し作業の一環として、各科目の教育内容を点検し、よ
り充実した教育の実現をはかる。具体的にはシラバスをより充実させ、コースごとに
学生の履修の目安となるよう、いくつかの履修モデルを提示し、学生の知的関心にし
たがい、適切な履修が可能となるようにする。 
 現状ではある科目についての履修前提科目がシラバス上で示されているだけで、実
際の履修制限につながらない場合があった。平成 16 年度の事務システムの更新を見
越し、平成 16 年度以降については前提科目指導の徹底をはかる。 
 
 
 
Ⅱ．会計学科の改革について 
会計学科については、現在公認会計士制度の改革とアカウンティングスクールの整
備についての論議が行われていることを踏まえ、拙速な改革を行わないため平成 16
年度の改革を見送り、平成 17 年度において改革を行う予定である。 
この際、(1)会計学科のアイデンティティーを主張できるようなカリキュラムにする
こと、(2)新しい分野にもチャレンジしていくこと、(3)改革の論議には会計系列会の総
意と特に若手の教員の希望を反映できように配慮することに留意していく。 
以上 
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平成 16 年度商学部カリキュラム改革概要（案） 
――平成 12 年度導入専門セメスター制カリキュラムフォローアップ―― 
 
（１）コース名の変更 
 商業学科 3 コースのうち、金融・証券・保険コースの名称をファイナンスコースに
変更する。 
 
（２）基礎科目 
 (1)基礎数理 
現在の基礎数学（1 年次前期 2 単位）（入門レベル、一般レベルの 2 レベルに分
けて展開）と統計入門（1 年次後期 2 単位）（レベル分けなし）を基礎数理Ⅰ（1
年次前期と後期に開講 2 単位）、基礎数理Ⅱ（1 年次前期と後期に開講 2 単位）、
基礎数理Ⅲ（1 年次後期 2 単位）に編成替えする。学生はその学力水準により、
基礎数理Ⅰ、Ⅱの組み合わせか、基礎数理Ⅱ、Ⅲの 4 単位を選択必修科目基礎科
目Ⅰとして履修する。 
(2)財務会計論を基礎科目Ⅱへ組み込む。 
 
（３）英語科目 
 外国書講読Ⅰ･Ⅱを統合して半期 4 単位科目にする。 
ビジネス英語を平成 16 年度より現在の 2 展開を 3 展開に増設する。また、統一
した教材や教授法を担当者間で話し合って決めることにより、すべてのクラスを
ほぼ同一内容とする。 
 
（４）専門科目の統廃合、名称変更、前期・後期の配当の見直し 
 １）マーケティングコース 
(1)「商品学総論」を「現代商品論」に名称変更する。 
(2)「プロモーション」を「マーケティングコミュニケーション」に名称変更する。 
(3)「マーケティングリサーチ」（4 単位）を「マーケティングリサーチⅠ（理論
編）」（2 単位）「マーケティングリサーチⅡ（実習編）」（2 単位）に分割する。 
(4)特殊講義の充実をはかる。 
２）ファイナンスコース（金融・証券・保険コース） 
(1) 「証券市場」を「デリバティブ」に名称変更する。 
(2) 「損害保険総論(2 単位)」、「損害保険各論(2 単位)」を統合し、「損害保険」
（4 単位、配当 3･4 年次）とする。 
(3) 「金融機関」を「金融システム」に名称変更する。 
(4)「企業金融」配当年次を 3･4 年次に変更 
(5) 選択必修科目コース専門科目Ⅱへの追加 
「財務管理論」、「財務情報分析論」の 2 科目をコース専門科目のⅡへ追加する。 
 ３）産業システムコース 
(1)「国際経営(2 単位)」を現在の選択科目から選択必修科目のコース専門科目Ⅱへ
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移動する。 
(2)「中小企業」3･4 年次配当から 3 年次配当に変える。 
 
（５）専門科目の選択科目区分体系の改善について 
 現状では専門科目の選択科目について、「コース専門科目」、「専門科目Ⅰ」、「専
門科目Ⅱ」という表記がなされている。このグループわけをやめ、これらをす
べて選択科目と表記する。 
 
（６）商業学科で履修可能な会計科目について 
  下記に示す 7 科目を商業学科で履修可能な科目(3･4 年次配当)とする。 
財務管理論(会計学科 2 年次配当)→ファイナンスコースのコース専門科目Ⅱ 
コンピュータ会計(会計学科 2 年次配当)→専門選択科目 
＊実習による履修可能単位数に制約があるので、会計学科学生の履
修を制限しないように配慮していく。 
社会環境会計論(会計学科 3･4 年次配当)→専門選択科目 
原価管理論(会計学科 3･4 年次配当)→専門選択科目 
予算管理論(会計学科 3･4 年次配当)→専門選択科目 
財務情報分析論(会計学科 3･4 年次配当)→ファイナンスコースのコース専門
科目Ⅱ 
会計情報システム論(会計学科 3･4 年次配当)→専門選択科目 
 
（７）コース専門科目Ⅰの配当年次とその取り扱いについて 
選択必修科目コース専門科目Ⅰの科目は、当該コースの 3 年次に配当することを前
提とする。ただし、従来は他のコースの学生がこの科目を履修する場合、3 年次に限
定され、当該コースの学生のみ再履修として 4 年次に履修することが可能だった。 
しかし、自分の所属しないコースの選択専門科目については、基礎専門的な科目を
除いて、一律 3･4 年次配当にすることが望ましいので、今回の改革にあたって、他コ
ースから 3･4 年次に履修ができるように変更する。ただし、この変更によって、一部
の科目に受講者が偏り、複数展開が必要になる事態も予想される。また、各学年で履
修単位の上限を設けても、この上限に再履修が含まれないことから、1 年間 60 単位以
上履修する学生もあり得るのが現状である。このよう問題を避ける意味も含めて、コ
ース専門科目Ⅰの履修可能年次を広げる代わりに、各学年で履修できる再履修も含め
た上限を設定すべきである。この履修制限に関しては教務委員会で詳細を詰めていく。 
以上 
 
商学部商業学科　専門科目一覧（平成１６年度入学者）
基礎演習 2 1 ◎ ◎ ◎
基礎数理Ⅰ 2 1 ◎ ◎ ◎
基礎数理Ⅱ 2 1 ◎ ◎ ◎
基礎数理Ⅲ 2 1 ◎ ◎ ◎
情報基礎Ⅰ 2 1 ◎ ◎ ◎
経済学Ⅰ 4 1 ◎ ◎ ◎
簿記論Ⅰ 4 1 ◎ ◎ ◎
商学総論 4 1 ◎ ◎ ◎
商業史 4 1 ◎ ◎ ◎
マーケティング 4 2 ◎ ◎ ◎
経営学 4 2 ◎ ◎ ◎
経済学Ⅱ 4 2 ◎ ◎ ◎
金融サービス 4 2 ◎ ◎ ◎
財務会計論 4 2 ◎ ◎ ◎
商法 4 3～4 ◎ ◎ ◎
商業政策 4 2 ◎ △ △
金融論 4 2 △ ◎ △
リスクマネジメント 2 2 △ ◎ △
産業システム 4 2 △ △ ◎
現代企業 2 2 △ △ ◎
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁⅠ 2 3 ◎ △ △
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞﾘｻｰﾁⅡ 2 3 ◎ △ △
貿易実務 4 3 ◎ △ △
流通論 4 3 ◎ △ △
証券論 4 3 △ ◎ △
国際金融 4 3 △ ◎ △
保険論 4 3 △ ◎ △
起業と経営 2 3 △ △ ◎
国際分業と貿易 4 3 △ △ ◎
環境と経済 2 3 △ △ ◎
中小企業 4 3 △ △ ◎
マーケティング情報 2 3～4 ◎ △ △
国際マーケティング 4 3～4 ◎ △ △
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 4 3～4 ◎ △ △
消費者行動 2 3～4 ◎ △ △
ロジスティクス 4 3～4 ◎ △ △
商業経営 4 3～4 ◎ △ △
商品開発 4 3～4 ◎ △ △
商品評価 4 3～4 ◎ △ △
産業立地 4 3～4 ◎ △ ◎
企業金融 2 3～4 △ ◎ △
デリバティブ 2 3～4 △ ◎ △
投資理論 2 3～4 △ ◎ △
金融システム 2 3～4 △ ◎ △
外国為替 2 3～4 △ ◎ △
損害保険 4 3～4 △ ◎ △
生命保険 2 3～4 △ ◎ △
社会保険 2 3～4 △ ◎ △
財務管理論 4 3～4 △ ◎ △
財務情報分析論 4 3～4 △ ◎ △
国際経営 2 3～4 △ △ ◎
経営組織 4 3～4 △ △ ◎
人的資源 4 3～4 △ △ ◎
経営戦略 2 3～4 △ △ ◎
ネットワークと産業 2 3～4 △ △ ◎
交通と通信 2 3～4 △ △ ◎
財政 2 3～4 △ △ ◎
公共経済 2 3～4 △ △ ◎
産業活動と環境保全 2 3～4 △ △ ◎
環境監査 2 3～4 △ △ ◎
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1
商学部商業学科　専門科目一覧（平成１６年度入学者）
配当 ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 卒業要件科  目  名 ﾌｧｲﾅﾝｽ 産業単位数
統計学 4 2 △ △ △
現代商品論 4 2 △ △ △
経営数学 4 2～3 △ △ △
情報科学概論 2 1 △ △ △
情報基礎Ⅱ 2 1～2 △ △ △
プログラミング（基礎） 4 2～3 △ △ △
情報社会と情報倫理 2 2～4 △ △ △
プログラミング（応用） 4 3～4 △ △ △
モデルとデータ分析 4 3～4 △ △ △
情報システム 4 3～4 △ △ △
情報通信ネットワーク 4 3～4 △ △ △
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ表現と技法 2 3～4 △ △ △
情報処理特殊講義 2 3～4 △ △ △
憲法 4 1～4 △ △ △
民法 4 1～4 △ △ △
会社法 4 3～4 △ △ △
税法 4 3～4 △ △ △
簿記論Ⅱ 4 2～4 △ △ △
企業と監査 2 3～4 △ △ △
原価計算論 4 3～4 △ △ △
管理会計論 4 3～4 △ △ △
財務諸表分析論 4 3～4 △ △ △
原価管理論 4 3～4 △ △ △
予算管理論 4 3～4 △ △ △
コンピュータ会計 2 3～4 △ △ △
会計情報システム論 4 3～4 △ △ △
社会環境会計論 2 3～4 △ △ △
産業史 4 3～4 △ △ △
比較経営・欧米 2 3～4 △ △ △
比較経営・アジア 2 3～4 △ △ △
日本経済論 4 3～4 △ △ △
応用経済 4 3～4 △ △ △
特殊講義 2 3～4 △ △ △
ゼミナール 2 2～4 △ △ △
卒業論文指導 2 4 △ △ △
外国書講読 4 3～4 △ △ △
特別外国書講読 4 3～4 △ △ △
ビジネス英語 4 3～4 △ △ △
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平成１６年５月２５日 
教養教務委員会委員長 寺尾 格 殿 
商学部長 大西 勝明 
 
商学部セメスター制度への対応のお願い 
 
 先般、商学部長から商学部セメスター制度への対応のお願いを致しておりましたが、そ
の後、正式に返答を拝聴するにいたっておりません。再度、教養教務委員会におきまして、
学長見解にありますように、平成１７年度からセメスター制に対応していただけるようお
願い申し上げます。 
 ウェブでの履修登録が完了し、後期履修登録が可能なシステムが構築されたことを前提
に、いよいよ６月には、商学部におきまして、２年生のゼミナール募集が開始されます。
商学部では、６割程度の学生がゼミナールを履修しております。商学部の現２年生は、商
業学科（５６７）、会計学科（２２４）合計で、７９１名在籍しています。そのうちの６割
は、約４７５名に相当します。これらの学生が、４月に４単位の教養科目を履修し、時間
割上、それと重複するゼミナールを９月から選択する場合には、現行のままでは、該当学
生１人当り約２０時間程度、延時間にすると何百、何千時間に相当する授業について、単
位が認められないことになります。こうした事態は、商学部の学生に深刻な影響を与える
ものと考え、打開策をお願いしてきました。 
 商学部は、１９９０年代後半以降、受験者を半減させ、偏差値面でも受験界から厳しい
評価を受けております。こうした状況に、学生の単位放棄が重複するならば、窮屈な履修
制限を課されている学生からは当然のこと、その父母からも、将来の受験者からもこれま
で以上の手厳しい非難が寄せられることが想定されます。商学部の自己点検・自己評価の
際にも、この問題を指摘することになるでしょうし、予定されている外部の大学評価機関
からも、是正を求められる事項となることは間違いないでしょう。なにより商学部におい
て、学生からも、スタッフからも、教養科目軽視の風潮が起こることが危惧されます。 
 現在、想定されているような前期履修単位放棄は、学生からも、教養科目担当者からも、
さらに専修大学外からの非難も避けられません。このような状態は危機的状況にある商学
部を益々窮地に陥れることになるとご理解いただければ幸いです。深刻な状況をご賢察い
ただき、専門科目担当者と教養科目担当者とが一体となって学問と学生を尊重する環境整
備にご尽力いただきたいものと願っております。 
 後期のゼミ選択における通年教養科目の放棄は本年度限りのことになることを切にお願
い申し上げます。また、来年度は商学部の学生の選択できる教養科目が若干制限を受ける
としても、原則として半期２単位の科目として設定いただき、商学部の学生にとっては、
前期は前期で履修を行い、その前期結果を参考にしながら、後期科目の履修登録ができる
本来のセメスター制が可能となるようご配慮をお願いいたします。 
 なお、このお願いにつきましては本日開催の第４回商学部教授会において確認しており
ますこと、および本件は商学部ばかりでなく、ネットワーク情報学部、あるいは今後セメ
スター制を採用する学部にとっても重要なお願いだということを申し添えておきます。 
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      佐々木重人（委員長）、奥村紀夫、黒川保美、上田和勇、渡辺達朗 
企画構想委員会から 
      内野 明（副委員長）、柳 裕治、菅本栄造、国田清志 
会計系列会から 
      奥村輝夫、竹本達弘 
 ２．検討経過 
  「会計学科改革ＷＧ」は、会計系列会でのヒアリングを行いながら、以下のような経過で会計学
科カリキュラム改革案の策定作業を実施してきました。 
５月１３日 第１回  議題「新カリ基本方針の策定」 
   ６月 ３日 第２回  議題「会計基礎教育レベルの内容検討」等 
   ６月２４日 第３回  議題「会計基礎教育レベルの内容検討と商業学科専門科目の履修」 
   ７月 ５日 第４回  議題「改革内容の骨子の教授会提案内容の検討」等 
   ７月１５日 第５回  議題「改革内容の骨子の教授会提案内容の検討（最終案）」等 
９月３０日 第６回  議題「専門科目Ⅱの履修拡大に伴う科目選択と専門科目Ⅰの科目設定」 
１０月１４日  第７回  議題「専門科目Ⅱの履修拡大に伴う科目選択と専門科目Ⅰの科目設定」 
１０月２８日 第８回  議題「専門科目Ⅱの履修拡大に伴う科目選択と専門科目Ⅰの科目設定」 
１１月１８日 第９回  議題「専門科目Ⅱの新規追加科目リストと履修モデルの名称と内容」 
１１月２５日 第 10 回 議題「最終報告書（案）の検討」 
 
Ⅲ 平成１７年度会計学科カリキュラム改革の骨子 
 １. 基本方針 
   会計学科改革 WG は、以下で示した諸点を会計学科新カリキュラムにおいて実現するべ
き目標として定めて、その策定作業を行いました。 
 （１）会計基礎教育レベルのカリキュラム充実をはかる。 
①学生の受容能力を考慮しつつ学習到達度を測る尺度が明瞭で、会計実務の変化にも対応して
いる会計基礎教育レベルのカリキュラムが充実する。 
②会計基礎教育レベルのカリキュラムの科目名称や内容は、日本商工会議所主催の簿記検定試
験の内容を配慮しつつ定めるものとする。 
③会計基礎教育レベルの会計科目に「演習」科目を設定する。 
④会計基礎教育レベルの科目について統一シラバス（講義内容の統一、統一教科書、統一問題
集および統一試験を含む）を採用することにより講義内容が系統化されたカリキュラムと
する。 
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平成 1６年 1 月２９日 
 
平成１７年度会計学科カリキュラム改革に係る説明書 
－改革内容の概要－  
専修大学学長 
出牛 正芳 殿 
                                
専修大学商学部長 
                               大西 勝明 
Ⅰ 会計学科カリキュラム改革の意義とその承認要請について 
商学部は、以下で示された会計学科を取り巻く環境の変化への対応の必要性から、本説明書に
おいて会計学科カリキュラムの改革案を示し、それを平成１７年度から実施させていただくため
の承認を学長に要請いたします。 
１．会計ビッグバン 
最近数年間に集中的かつ大胆な会計制度改革が行われたことを受けて、会計カリキュラム内容
の再点検の機会と改善努力の必要性が求められている。 
２．公認会計士試験制度の改正 
平成１５年６月６日に「公認会計士法の一部を改正する法律案」が公布されたことに伴う公認
会計士試験の新試験制度（平成１８年１月１日以降の試験から実施）の内容と会計カリキュラム
との関係を検討する必要性がある。また、同法律の改正内容に盛り込まれた「専門的人材育成教
育課程」と会計学科カリキュラムとの関係を検討する必要性がある。 
３．会計学科カリキュラムのさらなる充実 
   商学部の生き残りをかけて、その好ましい評価を大学受験界から受けるためにも魅力あるカリ
キュラムの実現を常にめざす姿勢を示す必要性がある。 
 
Ⅱ 商学部教授会での「会計学科改革ＷＧ」の立ち上げと検討経過 
 １．「会計学科改革ＷＧ」の組織 
   会計学科カリキュラム改革の具体的検討をする機関として、以下のメンバーから構成された
「会計学科改革ワーキンググループ（ＷＧ）」を組織することが、教授会（平成１５年４月２２
日）にて承認されました。その構成メンバーは以下のとおりです。 
   会計学科改革ＷＧのメンバー構成 
    教務委員会から 
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Ⅳ 新カリキュラムでの専門科目の体系 
１．「基礎科目Ⅰ」（単位数） 卒業要件単位 ２４単位／４２単位 
  ①会計基礎演習（２） 
 ②簿記論Ⅰ   （日商３級商業簿記レベル）      （４） 
 ③簿記論Ⅰ演習 （日商３級商業簿記問題中心）     （２） 〈新設科目〉 
 
④簿記論Ⅱ   （日商２級商業簿記レベル）      （４） 
 ⑤簿記論Ⅱ演習 （日商２級商業簿記問題中心）     （２） 〈新設科目〉 
 
⑥工業簿記論  （日商２級工業簿記レベル）      （４）  〈名称変更〉 
⑦工業簿記論演習（日商２級工業簿記問題中心）     （２） 〈新設科目〉 
 
⑧簿記論Ⅲ   （日商 1級商業簿記レベル）      （４） 〈新設科目〉 
⑨簿記論Ⅲ演習 （日商 1級商業簿記問題中心）     （２） 〈新設科目〉 
   
⑩原価計算論  （日商 1級工業簿記・原価計算レベル） （４） 
 ⑪原価計算論演習（日商１級工業簿記・原価計算問題中心）（２） 〈新設科目〉 
   
⑫財務会計論Ⅰ                 （４） 〈名称変更〉 
   ⑬財務会計論Ⅱ                 （４） 〈名称変更〉 
⑭財務会計論演習（日商１級会計学問題中心）      （２） 〈新設科目〉 
 
 
 
 
セット（週３回） 
セット（週３回） 
セット（週３回） 
セット（週３回） 
セット（週３回） 
セット（週３回） 
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（２）会計分野以外の専門科目の履修拡大をはかる。 
①知的好奇心が旺盛で学問視野の広い会計学科の学生を育てるため、商業学科の専門科目も一
定範囲内で積極的に履修できるようなカリキュラムとする。 
（３）会計基礎教育レベルの講義科目及び演習科目の小人数制を実現する。 
  ①きめ細かい指導を実現するために会計基礎教育レベルの科目は小人数で展開するよう配慮
する。 
（４）具体的職業イメージを描きやすい履修モデルを設置する。 
  ①入学時から将来就きたい職業につなげるための科目履修モデル制を採用する。 
  ②会計をベースにするが、専門会計職以外での職業で活躍することも意識した複数の科目履修
モデルを策定する。受験タイプの科目履修モデルか非受験タイプの科目履修モデルかとい
う単純イメージで区別しないように配慮する。 
（５）会計教育での工夫をはかる。 
  ①「工夫」された会計科目を設定するよう配慮する（例：IT 機器利用の会計教育など）。 
 
２．履修モデルの具体的内容 
 新カリキュラムは、会計学科の学生が将来指向している職業に必要な知的訓練を可能にする
以下の 4 種類の履修モデルを設定し、それぞれに対応した専門科目の配置を行なうこととしま
した。また、各履修モデルの作成に際しては、商業学科の３コースの専門科目の履修も含めた特
徴あるものとなるように配慮しました。 
1)会計プロフェッショナル履修モデル 
特徴：公認会計士、税理士・国税専門官等の職業的会計専門家を将来指向する学生のた
めの履修モデル 
2)財務会計履修モデル 
特徴：企業の経理や財務部門などに勤務し、主として資本市場向けの会計報告書作成業
務の専門家を将来指向する学生のための履修モデル 
3)管理会計履修モデル 
特徴：企業の製造関連部門や経営管理部門などで、会計学の専門知識を活用できる生産
管理責任者や経営者を将来指向する学生のための履修モデル 
4)財務情報分析履修モデル 
特徴：シンクタンクや企業格付け、コンサルティング関連部門に従事し、会計情報を利
用して、企業活動戦略の策定や企業外部からの企業活動分析を行う専門家を将来指
向する学生のための履修モデル 
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※「基礎科目Ⅰ」改革のポイント 
現行カリキュラムでの「基礎科目Ⅰ」からの変更点は下表のとおりです。 
平成１２年度～１６年度カリキュラム 
          （２２単位） 
        基礎科目Ⅰ  １８単位 
        選択科目    ４単位 
平成１７年度カリキュラム 
       （４２単位） 
会計基礎演習    （２） 会計基礎演習     （２） 
簿記論Ⅰ      （４） 
簿記論Ⅰ       （４） 
簿記論Ⅰ演習     （２） 
簿記論Ⅱ      （４） 
簿記論Ⅱ       （４） 
簿記論Ⅱ演習     （２） 
工業簿記      （４）（選択科目） 
工業簿記論      （４） 
工業簿記論演習    （２） 
 
簿記論Ⅲ       （４） 
簿記論Ⅲ演習     （２） 
原価計算論     （４） 
原価計算論      （４） 
原価計算論演習    （２） 
財務会計論     （４）  
財務会計論Ⅰ     （４） 
財務会計論Ⅱ     （４） 
財務会計論演習    （２） 
1)「会計基礎演習（２）」は、「基本方針（３）会計基礎教育レベルの小人数制」の核となる科
目となるので、現行カリキュラムからの継続とします。 
2) 簿記論は、「基本方針（１）会計基礎教育レベルの充実」に従って、新カリキュラムでの展
開内容を強化充実させることとしました。新カリキュラムでは、「簿記論Ⅰ（４）」と「簿記
論Ⅱ（４）」に加え、「簿記論Ⅲ（４）」を新設し、それぞれの科目に２単位の演習科目を配
置させて、「日本商工会議所主催の簿記検定試験」レベルの学習に機動的に対応できるよう
に配慮しました。 
3) 「工業簿記論（４）」は、現行カリキュラムでは、「専門科目Ⅰ」の枠内で、工業簿記（４）
として配置されていましたが、新カリキュラムでは、「基本方針（１）会計基礎教育レベル
の充実」に従って、「基礎科目Ⅰ」として位置づけ、「簿記論Ⅰ～Ⅲ」と同様に「工業簿記
論演習（２）」も追加新設します。 
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4) 「原価計算論（４）」も「基本方針（１）会計基礎教育レベルの充実」に従って、強化充実
をはかり、「原価計算論演習（２）」を追加新設します。 
5) 財務会計論は、近年の財務会計領域の拡大に対応してこれまでの 4 単位から 8 単位に拡張
した体制で臨むこととしました。すなわち現行カリキュラム「財務会計論（４）」を「財務
会計論Ⅰ（４）」と「財務会計論Ⅱ（４）」に拡大充実を図りました。さらに「財務会計論演
習（２）」を新設しました。これらを履修することによって日商 1 級会計学の出題範囲は結
果的に充足されることになります。 
6) 現行カリキュラムで展開されている「連結会計論（４）」は、新カリキュラムでの「財務会
計論Ⅱ（４）」に吸収統合します。 
7) 新カリキュラムでは、以下の講義科目と演習科目は、同一セメスターで同時履修すること
を推奨することとしました。 
「簿記論Ⅰ」と「簿記論Ⅰ演習」との同時履修 
    「簿記論Ⅱ」と「簿記論Ⅱ演習」との同時履修 
    「工業簿記論」と「工業簿記論演習」との同時履修 
   8) 新カリキュラムでは、以下の講義科目と演習科目は、同一セメスターでの同時履修が可能
となるように時間割編成を行います。 
「簿記論Ⅲ」と「簿記論Ⅲ演習」との同時履修可能 
「原価計算論」と「原価計算論演習」との同時履修可能 
「財務会計論Ⅱ」と「財務会計論演習」との同時履修可能 
※「基礎科目Ⅰ」の履修シミュレーションについて 
別添資料１を参照 
 
２．「基礎科目Ⅱ」（単位数） 卒業要件単位 ２０単位／４４単位 
 （１）１年次の履修科目 
①民法       （４） 
②情報基礎Ⅰ    （２） 
③情報基礎Ⅱ    （２） 
④商学総論     （４） 
⑤経済学Ⅰ     （４） 
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（２）２年次の履修科目 
①経営学     （４） 
②統計学     （４） 
③マーケティング （４） 
④金融論     （４） 
⑤商法      （４） 
⑥会社法     （４） 
⑦税法      （４） 
 
３．「専門科目Ⅰ」（単位数） 卒業要件単位 ２８単位／６６単位 
（１）２年次の履修科目 
①ゼミナール    （２） 
②会計外国書講読  （４） 
③株式会社会計論  （４） 
④財務諸表分析論  （４） 
⑤税務会計論    （４） 
⑥管理会計論    （４） 
⑦財務管理論    （４） 
⑧コンピュータ会計 （２） 
（２）３年次以降の履修科目 
①ゼミナール    （２）        ３年次 
②会計監査論    （４） 
③国際会計論    （４） 
④社会環境会計論  （２） 
⑤会計史      （４）          
⑥原価管理論    （４）        ３・４年次 
⑦予算管理論    （４） 
⑧財務情報分析論  （４） 
⑨会計情報システム論（４） 
⑩特殊講義     （２） 
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（３）４年次の履修科目 
①ゼミナール   （２） 
②卒業論文指導  （２） 
 
４．「専門科目Ⅱ」（単位数） 卒業要件単位 １６単位／５２単位 
 （１）１年次の履修科目 
①憲法      （４） 
（２）２年次以降の履修科目 
①経済学Ⅱ    （４） 
②現代企業    （２） 〈商業学科から追加配当する科目〉 
（３）３年次以降の履修科目 
①流通論     （４） 
②保険論     （４） 
③中小企業    （４）                        ３年次 
④貿易実務    （４） 〈商業学科から追加配当する科目〉 
⑤インターンシップ（２） 〈新設科目〉 
⑥金融システム  （２） 〈商業学科から追加配当する科目〉 
⑦国際経営    （２） 〈商業学科から追加配当する科目〉 
⑧産業立地    （４） 〈商業学科から追加配当する科目〉 
⑨外国書講読   （４） 〈商業学科から追加配当する科目〉      ３・４年次       
⑩ビジネス英語  （４） 〈商業学科から追加配当する科目〉       
⑪外国為替    （２） 
⑫経営組織    （４） 
⑬財政      （２） 
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※「専門科目Ⅱ」の展開改訂のポイント 
現行カリキュラムでの「専門科目Ⅱ」からの変更点は下表のとおりです。 
平成１２年度～１６年度カリキュラム 
（３２単位） 
平成１７年度カリキュラム 
 （５２単位） 
 憲法       （４） 
経済学Ⅱ     （４） 
流通論      （４） 
保険論      （４） 
国際分業と貿易  （４） 
中小企業     （４） 
外国為替     （２） 
経営組織     （４） 
財政       （２） 
憲法       （４） 
経済学Ⅱ     （４） 
流通論      （４）  
保険論      （４） 
貿易実務     （４） 
中小企業     （４） 
外国為替     （２） 
経営組織     （４） 
財政       （２） 
インターンシップ （２） 
現代企業     （２） 
金融システム   （２） 
国際経営     （２） 
産業立地     （４） 
外国書講読    （４） 
ビジネス英語   （４） 
※ 商業学科から追加配当する科目 
 
1) 会計学科改革 WG は、「基本方針（２）会計分野以外の専門科目の履修拡大」に従って、現
行の会計学科カリキュラム「専門科目Ⅱ」で設置している商業学科専門科目に加えて、新規
に履修可能とする商業学科専門科目の選定作業を行いました。その際、WG は、企業経営に
関連する幅広い基礎的知識の習得及び英語力の向上をもたらすような科目を選定すること
が望ましいという点、また会計学科の特色が薄れないようにするという点などを考慮しつつ、
アンケート結果の配慮、シラバスの内容検討、担当者へのインタビューなどを通じて新規追
加すべき商業学科専門科目として以下の科目を選定しました。 
  現代企業（２）、金融システム（２）、国際経営（２）、産業立地（４）、外国書講読（４）、
ビジネス英語（４） 
※ 
 10
2) 現行カリキュラム「国際分業と貿易（４）」は、会計学科学生にとっての必要性を考慮して、
「貿易実務（４）」へ変更することとします。 
3) 「インターンシップ（２）」は、今後、全学的に運用予定の科目として新設します。 
 
※商学部会計学科専門科目一覧（平成１７年度入学者）については別添資料２参照 
 
平成１５年１２月９日 商学部教授会承認 
以 上 
　資料２ ： 商　学　部　会　計　学　科　　専　門　科　目　一　覧　　《平成17年度入学者（案）》
卒業要件
単      位
会計基礎演習 2
簿記論Ⅰ 4
簿記論Ⅰ演習 2 ●基礎科目Ⅰの超過単位は
簿記論Ⅱ 4 　専門科目Ⅰに換算する。
簿記論Ⅱ演習 2
工業簿記論 4  
工業簿記論演習 2 ●基礎科目Ⅱの超過単位は
財務会計論Ⅰ 4 　専門科目Ⅱに換算する。
簿記論Ⅲ 4
簿記論Ⅲ演習 2
原価計算論 4 ●4年次で専門科目を8単位以上
原価計算論演習 2 　　修得しなければ ならない。
財務会計論Ⅱ 4
財務会計論演習 2
民法 4 ●卒業論文指導は、ゼミナールを
情報基礎Ⅱ 2 　履修したものが履修することが
商学総論 4 経営学 4 　できる。
経済学Ⅰ 4 統計学 4 　　
情報基礎Ⅰ 2 マーケティング 4
金融論 4
商法 4
会社法 4
税法 4
会計外国書講読 4
株式会社会計論 4 会計監査論 4
財務諸表分析論 4 国際会計論 4
税務会計論 4 社会環境会計論 2
管理会計論 4 会計史 4
財務管理論 4 原価管理論 4
コンピュータ会計 2 予算管理論 4
財務情報分析論 4
会計情報システム論 4
特殊講義 2
ゼミナール 2 ゼミナール 2 ゼミナール 2
卒業論文指導 2
憲法 4
現代企業 2
経済学Ⅱ 4
流通論 4
保険論 4
貿易実務 4
中小企業 4
インターンシップ 2
外国為替 2
経営組織 4
財政 2
金融システム 2
国際経営 2
産業立地 4
外国書講読 4
ビジネス英語 4
　　　　 …会計学科に新規追加配当する商業学科からの科目　…　科目名称変更・新設科目
　…　配当年次が変更した科目　（H16カリ～）
備           考３年次（単位） ４年次（単位）１年次（単位） ２年次（単位）
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目
　
　
Ⅱ
16/52
選
　
　
択
　
　
必
　
　
修
　
　
科
　
　
目
選
　
　
　
　
　
択
　
　
　
　
　
科
　
　
　
　
　
目
20/44
24/42
基
礎
科
目
Ⅰ
基
礎
科
目
Ⅱ
28/66
専
　
　
門
　
　
科
　
　
目
　
　
Ⅰ
資料１：会計学科新カリキュラム「基礎科目Ⅰ」の
履修シミュレーション
2015/4/30
会計基礎演習　　　 2 簿記論Ⅱ　　　　　 4 簿記論Ⅲ 4 原価計算論 4
簿記論Ⅰ　　　　　 4 簿記論Ⅱ演習 2 簿記論Ⅲ演習 2 原価計算論演習 2
簿記論Ⅰ演習 2 工業簿記論 4 財務会計論Ⅱ 4
工業簿記論演習 2 財務会計論演習 2
財務会計論Ⅰ 4
会計基礎演習　　 2 原価計算論 4 簿記論Ⅲ 4
簿記論Ⅱ　　　　　 4 原価計算論演習 2 簿記論Ⅲ演習 2
簿記論Ⅱ演習 2 財務会計論Ⅱ 4
工業簿記論 4 財務会計論演習 2
工業簿記論演習 2
財務会計論Ⅰ 4
初
め
て
簿
記
を
学
習
す
る
学
生
上
記
以
外
の
学
生
（
日
商
2
級
あ
り
）
1年次 2年次
前　　期 後　　期 前　　期 後　　期
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中間報告へ向けての改革委員長見解 
 
１．今回の改革の課題 
 商学部商業学科の入試志願者は1990年を100とすると2004年には35に激減した。この３年
間の商業学科の受験生は、3,899名（2002年）、3,491名（2003年）、3,117名（2004年）と
毎年400名減少（毎年10％減）しており、このまま行けば2005年は2,700名と3,000名を割る
可能性もある。この激減状況は専修大学の中でも突出している。この結果、偏差値も徐々
に下がり、偏差値50をようやくキープしている状況である。競合する大学をみると、東洋
大学は白山に文系学部を集中させ、都心回帰をはかり受験生確保に積極的に動いている。
さらに、2009年には大学全入の時代を迎え、受験生の確保が今以上に困難になってこよう
としている。あと5年の間に商学部のポジションをどう確保するか、マーケット規模が縮小
していく中で「中味の充実」をはかりつつ、同時に受験生をどう確保するかがわれわれに
課せられた課題である。すなわち、 
(ｲ)中味の充実・改善をどのように図るか（常に課せられている課題） 
(ﾛ)改善した中味をどのように外にアピールするか（現時点で課せられた課題） 
(ﾊ)それらのことを通して受験生をいかにして確保するか（現時点で課せられた課題） 
である。 
 
２．これまでの論点 
 過去２回開かれた商学部懇談会で出された意見で、共通していたのは教育内容の充実・
改善、すなわち「中味の充実」をはかるべきであるということであった。 
 改革委員会もこの「中味の充実」が私たちに課せられた第一の課題であることを認識し
ている。この課題は常に求めていくべき課題、そして教育に携わる私たちに課せられた最
終目的であり、それとともに現在直ぐにでも取り組むべき課題だと考えている点では懇談
会に出席された先生方とわれわれは認識を共有している。 
しかしながら、今回の改革では、上記の(ﾛ)(ﾊ)に重点を置きつつ (ｲ)(ﾛ)(ﾊ)の同時解決
を求められているところに、10年前あるいは5年前の改革と異なってその大変さがある。 
 
 教育の「中味の充実」をどのように図るかは教育体制の枠組みの問題と切り離せる部分
は切り離して議論していく。「中味の充実」を実現する枠組みについては、現在のところ
二つの見解がある。 
 
 ①現状のコース制を維持 
 ②コースの一部を学科に独立 
⇒ 
①現状のコース制を維持：間口を広くして受け入れ、2年次または3年次、すなわち中に入
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商学部改革委員会中間報告 
商学部改革委員会 
 
 商学部改革委員会は受験生が減少し既に危機的状態にある商学部の中長期的建て直しを
はかる改革案を作成するよう大西学部長より諮問されました。検討課題としては、商学部
の独自性を活かすこと、受験生、その父兄にアピールできるよう外から見てわかる改革を
ということで、学科新設、再編成を含むことも検討せよというものでした。 
 学部の独自性という面では経営学部と商学部は重複する部分が多く、商学部は実学をめ
ざすという部分を強調する以外あまり差異はありえないというのが委員会での議論の結果
です。外から見える改革については、コース制の拡充、コースの学科への独立他、考えう
る案を検討しました。この結果として、マーケティングコースについては、この改革の機
会に学科として独立させるべきであるとの結論に達しました。しかし、外枠の問題よりも
中身の充実が大事だろう、中身の充実を先行すべきという教授会メンバの強い意向も汲み
取り、中身の充実に関する様々な方策を取り込んだ形の学部改革案を予定では１0月中の教
授会に提案することとなりました。 
 商学部懇談会等で中身の充実に関する意見が出されました。商学部改革委員会ではそれ
らの案について今後個々に検討をしていこうと考えています。懇談会等ですでに教育の中
身の充実にかんして発言された先生はもとより、学部改革として早急に検討すべきアイデ
アをお持ちの先生は、7月末までに文書でその提案を行って下さい。 
提案は実施方法などの詳細を含む必要はありません。改革委員会がそのアイデアについ
ての検討し忘れがないようにすべてのアイデアをリストアップするためのものです。改革
委員会は教育の中身の充実のためのそれらの提案を検討し、早急に実施すべきもの、制度
の改革を含み、実施まで時間がかかるものの、中長期的に実施すべきものを改革案として
提案します。もちろん短期、あるいは中長期的に実施すべきものを優先し、現状では将来
のためのアイデアとしてリストアップするのにとどまるものがあるかもしれません。 
 教育の枠の問題は、学科と教育内容を明示し、その学科を選択して入学した学生にある
目標を設定して責任を持って指導していく方向と、大きな学科で入学者を受け入れ、ある
一定期間の学習を経て自分の学習すべきコースを選択していく方向があります。前者はす
なわち入口を狭めて責任を持つ方向であり、後者は入口の間口を広くし、ある一定の猶予
を与えて後からコースで縛っていく方向です。両者の主張にはそれぞれ合理的な理由が存
在します。改革委員会としては前者にウェートをかけつつ、マーケティングコースの学科
独立を指向しています。しかし、改革案として最終的に教授会メンバの判断を仰ぐには教
育の中身の充実の議論を先行する必要性があるため、ここに中身の充実を含む改革案を作
成することを中間報告いたします。 
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ってからコースまたは「履修メニュー」「学習メニュー」を多様に設定していく。何を選
ぶかは学生の自主的な選択に委ねる。 
このメリットは、目的意識があいまいなまま入学した学生にとって、判断の猶予が与え
られることである。 
②コースの一部を学科に独立：間口を狭めて、入学時から専門性を高めた教育を行って卒
業させる。 
この場合、入学後の学生の自主的判断は制限され、入学時に判断が求められる。しかし、
教育目的が明確化され、外側からは教育のポリシーがはっきりとわかる。したがって、目
的意識をもって大学に入ろうとする受験生には選択しやすい。 
 
①の見解の問題点は、改革が外部に見えにくいことである。「中味の充実」を図ること
は教育を担う立場からすれば、常に求めていかなければならない課題である。だが、他方
でこのテーマと(ﾛ)(ﾊ)とをどう両立させるかという問題が残る。 
 ②の見解の問題点は、明確な志望動機を持たずとりあえず入学してから自分の進路を決
めようとする受験生に対して間口を狭めて彼らを排除するリスクをもつことである。 
 
 ところで、商学部を志望する受験生の多くは偏差値46,7から高くても55の範囲の学生で
あろう。そのような学生の大半は高校2年次の秋から3年次の前半に志望校を決める際に、
高校の進学指導の先生、父母、塾または予備校の先生にアドヴァイスを受けて受験校を設
定し、3年次の秋に自分の実力に見合った受験校を絞り込むのではなかろうか。その場合、
彼らの受験校の選択肢の一つに商学部が入らないことにははなから勝負にならない。とし
たならば、そうした受験生（というよりは高校の進学指導の先生、父母、塾・予備校の先
生に見える形で、教育方針、カリキュラムの内容と特徴・スタッフの構成、教育システム、
卒業生の進路、ＯＢの活躍分野などを示して、周囲のアドヴァイスを受けて志望校を設定
する段階で彼らに判断材料を提供することは重要だといえよう。 
 
３．中間報告へ向けて 
 改革委員会はこれまで７回の委員会、２回の学部懇談会、１回のコース会議を経て、次
のような見解にいたった。すなわち、減少する受験生、激減傾向を示す商業学科志望者と
いう現実を踏まえて、われわれの最終的な目的でもある「中味の充実」をはかりつつ、外
部に具体的に見える形で受験生（というよりは高校の進学指導の先生、父母、塾や予備校
の教師）に専修大学商学部商学系の学科をアピールするためには、やはり現在のコースを
ベースにした学科の立ち上げを図ることが望ましいと。そこでマーケティング学科（仮称）
とビジネス・ファイナンス学科（仮称）の立ち上げを含んだ改革案の検討を今後続けてい
くこと、また、「中身の充実」に関する具体的提案をつのり、その提案についても検討を
行い「中身の充実」を含む改革案を作成することを中間報告とし公表する。   以上 
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平成 18 年度商学部改革案概要 
 
はじめに 
平成 18 年度商学部改革案の詳細については、改革委員会報告書「２．商学部改革案」
を参照されたい。また、教育の中身の改善については(4)で示す項目に限定すべきでは
ない。教務委員会、企画構想委員会、系列会、コース会議その他の委員会等で順次着
実に進めていくべきものがたくさんある。これらについてはそれらについての具体的
意見と共に報告書に整理してある。これらの項目は単に報告書に列記するだけのもの
ではなく、今後検討の上早急に改善すべきものである。 
 
(1)商業学科の名称変更 
商業学科の名称をマーケティング学科へ変更する。 
 
理由：学部名称、商業学科の名称はここ十数年来の学部改革のおり常に議論されて
きた。対外的に見える改革を行っている旨をアピールするため現代的名称への変更
を行う。 
 
(2)商業学科コースの拡充 
現在の３コース制をコースごとの教育目的を明確にするため下記の４コー
ス制へ拡充する。 
 
（現行 3 コース）       （拡充後の 4 コース） 
マーケティングコース     マーケティングコース 
ファイナンスコース      ファイナンスコース 
産業システムコース      グローバルビジネスコース 
ビジネスインテリジェンスコース 
 
＊グローバルビジネスコース 
すべてのビジネス分野で常に世界を意識しながらグローバルな活動を行う必要のある
現代において、営利・非営利、組織・個人のいずれにおいても活躍できる人材育成す
るためのコース 
 
＊ビジネスインテリジェンスコース 
経済学や情報科目、語学を重視し、公務員、ＩＴ関連企業への就職、海外留学、高校
情報免許取得などをめざす学生のためのコース。コース名称は商学部の教育理念より
採用。 
 
(3)基礎専門科目の再編成 
 学科共通基礎科目の年次、前・後期配置案は以下の通り。下線を引いた科目名は内
容の一部改変を含む名称変更をともなう科目。名称についてはコース会議等で議論を
行い、今後変更される可能性を含む。コースごとの専門科目の詳細については今後検
討する。 
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学科共通基礎科目の年次、前・後期配置案 
 １年前期  １年後期  ２年前期  ２年後期  
基礎  
科目
Ⅰ 
マーケティング入門(4) 
情報基礎Ⅰ(2) 
基礎演習(2) 
簿記論Ⅰ(4) 
基礎数理Ⅰ(2) 
基礎数理Ⅱ(2) 
基礎数理Ⅱ(2) 
基礎数理Ⅲ(2)  
基礎  
科目
Ⅱ 
 
現代経済(4) 
商業史(4) 
情報基礎Ⅱ(2) 
マーケティング(4) 
ファイナンス入門(4) 
ビジネス入門(4) 
財務会計論(4) 
商法(4) 
 
(4)教育の中身の改善 
教育の中身の改善にあたっては、学生の立場に立った視点、学生の授業満足度を高
めるための視点が必要である。その一方で、入学者の基礎学力低下への配慮、卒業生
の質をいかに高めていくかについて商学部の視点も必要となる。ここに提案する改善
項目は改革との関連性で以下の５点に絞ってある。詳細は報告書の提案部分を参照さ
れたい。 
 
①シラバス重視、採点評価の厳密化 
②基礎専門科目の複数展開科目の教材、期末試験の共通化 
③学生へのケアの促進 
④ゼミナールの強化・充実 
⑤ゼミナール未履修学生のための指導強化 
 
 
（参考）本委員会は以下の３点についても教育の中身の改善として非常に重要だと認識し
ている。しかし、これらは現在改善に向けて進行中の項目として委員会として十分な討議
をおこなわなかったため、ここでの提案に盛り込まなかった。 
 
①インターンシップなどキャリア教育の充実 
②高・大連携の推進 
③学部・大学院連携の推進 
                      以上 
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平成 18 年度商学部改革（案） 
 
商学部改革実施委員会 
 委員長 川村晃正 
 
１ 改革の課題 
 商学部商業学科の入試志願者は、1990 年を 100 とすると 2004 年には 35 に激減した。 
この３年間の商業学科の受験生は、2002 年 3,899 名、2003 年 3,491 名、2004 年 3,117 名
と毎年 400 名、年率約 10％減少しており、このまま行けば 2005 年には 2,700 名と 3,000
名を割る可能性もある。この結果、偏差値も徐々に下がり、現在では偏差値 50 をキープす
るのがやっとという状況である。2007 年には大学全入の時代を迎え、受験生の確保が今以
上困難になってこよう。あと数年間に商学部のポジションをどう確保するか、マーケット
規模が縮小するなかで「教育の中身の充実」をはかりつつ、同時に受験生をどう確保する
かが本改革の課題である。すなわち、 
 
①教育の中身の充実・改善をどのように図るか（常に求め続けるべき課題） 
②改善した中身をどのように外にアピールするか（現時点で強調される課題） 
③それらのことを通して受験生をどのようにして確保するか（現時点で強調される課題） 
 
 
２ 商学部改革案 
 
（１）商業学科の名称変更 
商業学科の名称をマーケティング学科へ変更する。 
 
 学部名称、商業学科の名称はここ十数年来の学部改革のおり常に議論されてきた。学部
名については全学的学部再編とリンクすべき事項として本改革とは切り離した。対外的に
改革をアピールするために、商業学科の分割を行い、マーケティング学科とそれにもう一
つの学科を新設することが当初検討された。しかし、入学段階で学生の選択を強いる学科
の分割よりも、コース制のメリットを生かす方が学生の教育上好ましいと結論づけた。コ
ース制の拡充を前提に、伝統的名称である商業学科を現代的名称であるマーケティング学
科に変更する。 
 
（２）商業学科コース制の拡充 
現在の３コース制を下記の４コース制へ拡充する。 
 
（現行 3 コース）       （拡充後の 4 コース） 
マーケティングコース     マーケティングコース 
ファイナンスコース      ファイナンスコース 
産業システムコース      グローバルビジネスコース 
ビジネスインテリジェンスコース 
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 既存のコースのなかで、マーケティングコースとファイナンスコースはカリキュラム、
スタッフともにまとまりを持ちその充実がはかられてきた。この実績を重んじてこの２コ
ースについては、これまでの教育理念とカリキュラムをベースに既存の科目の統廃合と新
設科目の再検討を行なう。ただし、新設科目についてはスクラップアンドビルドを原則と
し、もし増員を必要とするときは学部内の人員再配置あるいは継続新任人事、後任人事の
範囲内で行なう。 
 新設の２つのコースについては、既存の産業システムコースの再編を内包しつつ、より
教育内容を明確にするために、一つは経営学や企業論など企業のビジネス活動をより鮮明
にしたグローバルビジネスコースとした。 
 もう一つのビジネスインテリジェンスコースは、商学部教育の基礎的な部分を構成する
経済学および情報関連の科目を中心に配置し、その分野のより専門的な勉学を志ざす者を
包摂しつつ、とくに公務員やＩＴ関連企業に就職を希望する学生、高校情報科目免許取得、
海外留学などを希望する者を対象として教育を行なうことを目的としたコースである。 
 今回のコース拡充に当たり環境を１つの軸にすべく、環境関連の科目はコース履修希望
者が多いマーケティングコースに設定し、徐々に拡大する方向へ進むことが好ましいと結
論づけた。 
 以下では各コースの履修モデルを、基本的に 2004 年度の『商学部学習ガイドブック』記
載の履修モデルをベースに一部変更を加えて記載する。今後この内容については系列会、
コース会議を通じて検討を加えていく。 
 
①マーケティングコース 
A メーカーや流通企業の営業・販売の仕事をめざす 
B 製品や広告の企画・開発、消費生活アドバイザーの仕事をめざす 
C マーケティングプロフェッショナルをめざす 
D 家業の継承、発展、新事業の起業、地元の街の活性化のための自治体公務員やＮＰＯを
めざす 
 
②ファイナンスコース 
A 新時代の金融プロフェッショナルをめざす 
B 金融機関や企業財務担当部門での活躍をめざす 
C 保険業（損害保険・生命保険）、大手保険ブローカーでの仕事やリスクマネジャー、 保
険代理店、ファイナンシャルプランナー、保険労務士などをめざす 
 
③グローバルビジネスコース 
A メーカーや商社でビジネスマンとしてグローバルに活躍する 
B 中小企業やベンチャー企業で世界市場を相手にビジネスをする 
C 官庁や地方自治体でビジネス感覚をいかした事業を担当する 
D 家業の自営業を継いでさらなる発展をめざしたり、起業家をめざしたりする 
 
④ビジネスインテリジェンスコース 
A 国家公務員Ⅰ種、同Ⅱ種、地方公務員上級職その他の公務員をめざす 
資料19
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B ＩＴ関連企業への就職を希望する 
C 高校情報免許取得し教員をめざす 
D 海外の大学や大学院への留学を希望する 
 
（３）基礎専門科目の再編成 
 専門基礎科目の検討にあたって、現行の学科共通の専門基礎科目のあり方を基本的に踏
襲した。すなわち、 
 a)選択必修科目制維持（設定された科目の中から選択して卒業要件単位を修得する） 
 b)共通基礎科目を「基礎科目Ⅰ」「基礎科目Ⅱ」とする。 
  c)「基礎科目Ⅰ」「基礎科目Ⅱ」の必修単位（卒業要件単位）数は現行を目安とする。 
 
学科共通専門基礎科目の年次、前・後期配置案 
 １年前期 １年後期 ２年前期 ２年後期 
基礎 
科目
Ⅰ 
商学基礎(4) 
情報基礎Ⅰ(2) 
基礎演習(2) 
簿記論Ⅰ(4) 
基礎数理Ⅰ(2) 
基礎数理Ⅱ(2) 
基礎数理Ⅱ(2) 
基礎数理Ⅲ(2) 
 
基礎 
科目
Ⅱ 
 
現代経済(4) 
商業史(4) 
情報基礎Ⅱ(2) 
マーケティング(4) 
金融サービス(4) 
現代ビジネス(4) 
統計学(4) 
財務会計論(4) 
商法(4) 
 
(注）「基礎科目Ⅰ」は 16(18)単位中 12 単位必修。「基礎科目Ⅱ」は 34 単位中 20 単位を必修
とする。なお、下線を引いた科目名は内容の一部改変を含む名称変更を行う科目である。 
 
学科共通の専門基礎科目については、現行カリキュラムとの関連で以下のように再編
成したい。 
①マーケティング学科共通専門基礎科目として、現行の「商学総論」の講義内容を発展
させた「商学基礎」を設定する。 
②「基礎数理」は現行と同じ構成で配当年次、学期を変更する。現行では「基礎数理Ⅰ」
を１年前期に履修した学生は 1 年後期に「基礎数理Ⅱ」を、「基礎数理Ⅱ」を１年前期
に履修した学生は 1 年後期に「基礎数理Ⅲ」を履修するように設定されている。これを
それぞれ半期ずらし、「基礎数理Ⅰ」、「基礎数理Ⅱ」を 1 年後期に、「基礎数理Ⅱ」、
「基礎数理Ⅲ」を 2 年前期に設定する。 
③基礎科目Ⅰの「経済学Ⅰ」を「現代経済」として基礎科目Ⅱに入れる。「現代経済」
は、経済学入門としての位置づけを与え、講義内容を現代社会の経済現象を経済学的に
どのように理解していくかを中心に構成し、そこを出発点にしてミクロ経済学・マクロ
経済学の最も基本的な事柄を修得させる。現行の基礎科目Ⅱの「経済学Ⅱ」に該当する
科目はミクロ経済学とマクロ経済学のより進んだ体系的講義の科目としてコース専門科
目として設定する。 
④「情報基礎Ⅱ」を「基礎科目Ⅱ」に入れ、学生の履修を推進する。 
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⑤現行の選択科目である「統計学」を学科全体にとって必要な共通の基礎科目として「基
礎科目Ⅱ」に位置づける。「基礎科目Ⅱ」は現行では 32 単位中 20 単位必修となってい
るのを、34 単位中 20 単位必修とする。 
⑥「経営学」を「現代ビジネス」と名称変更し、マネジメントの基礎を学ばせる学科全
体の共通専門基礎科目とする。 
 
（４）コース専門科目の再編成 
コース編成・専門科目の検討においては以下の意見を参考に再編成を行った。 
 
a)新カリ実施にあたっては、学生の視点に立って授業科目配置・展開数（曜日・時限）
の設定を行なう。とくに同一コースの専門科目のバッティング、再履修科目の設定に配
慮すること。 
b)コース選択者数が想定コース学生数の一定割合を割ったときには当該コースの存否を
検討する。 
c)英語教育、とくに専門科目としての充実をはかる。その一つとして「外国書講読」科
目の見直しと「ビジネス英語」の強化が必要である。 
 
コース拡充にともなう科目の統廃合、科目の新設、科目名称の変更、科目の前期・後
期配置等についてはコース会議での検討に委ねた結果、現時点で以下の変更を確認した。 
 
①マクロ経済学(4)は、経済学Ⅱ(4)から名称を変更する。 
②環境経営と環境ビジネス(2)は、産業活動と環境保全(2)から名称を変更する。 
③ミクロ経済学(4)は、応用経済(4)から名称を変更する。 
④グローバルマーケティング(4)は、国際マーケティング(4) から名称を変更する。 
⑤プログラミング基礎(4)は、プログラミング（基礎）(4) から名称を変更する。 
⑥プログラミング応用(4)は、プログラミング（応用）(4) から名称を変更する。 
⑦コンピュータとソフトウエア(2)と情報通信ネットワーク(2)は、情報通信ネットワーク
(4)を分割したものである。 
⑧商品評価(2)とサービスマーケティング(2)は、商品評価(4)を分割したものである。 
⑨日本経済論Ⅰ(2)と日本経済論Ⅱ(2)は、日本経済論(4)を分割したものである。 
⑩グローバルビジネス(2)、ビジネスインテリジェンス(2)は、それぞれのコースの導入科
目として、産業システムコースで同様の役割を果たしてきた産業システム(4)を廃止して、
それに代わる科目として設置する。 
⑪情報と戦略Ⅰ(2)は、公共経済(2)を廃止して、それに代わる科目として設置する。 
⑫情報と戦略Ⅱ(2)は、財政(2)を廃止して、それに代わる科目として設置する。 
⑬環境関連科目の充実をはかる学部戦略に伴い、環境マーケティング(2)をマーケティング
コース専門科目Ⅰの科目として新設する。 
⑭ビジネスインテリジェンスコースのコア科目として、ビジネスモデルシミュレーション
(4)をビジネスインテリジェンスコース専門科目Ⅱとして新設する。 
⑮グローバルアクティビティ(2)は、国内、国外を問わず、学外での学習、ボランティアな
どの課外活動を単位化するものである。海外での企業研修もその対象として、マーケティ
ングコース、グローバルビジネスコースのコース専門科目Ⅱとして新設する。なお、現行
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の国際体験学習Ⅰ～Ⅷは、提携校間の学習成果を単位化するのが主眼であり、グローバル
アクティビティは類似ながらコースの特徴を出すための科目として新設するものである。 
⑯キャリアディベロプメント(2)は、キャリアデザインセンターの設置にともなうセンター
主催の各種講座や、学内外の資格関連の講座を対象に、その教育内容を吟味して単位化す
る科目である。ビジネスインテリジェンスコースのコース専門科目Ⅱとして新設する。 
⑰特別外国書講読は、英語以外の外国書講読については外国書講読で、海外からの客員教
授等の講義科目としては特殊講義で対応できるため、科目としてカリキュラム上に明示す
る必要がないため廃止。 
（参考）基礎科目を含む専門科目全体については添付の「商学部マーケティング学科専
門科目一覧（平成１８年度入学者）案」参照。 
 
（５）教育の中身の改善 
 学科やコースについての入れ物の改革よりも、地道な「教育の中身の改善」が先だとの
教授会構成員の意見を受けて具体策を策定した。「教育の中身の改善」にあたっては、学
生の立場に立った視点、学生の授業満足度を高めるための視点、そしてその一方で、入学
者の基礎学力低下への配慮、卒業生の質をいかに高めていくかの商学部としての視点を重
視した。 
 ここでは改善項目は以下の５点に絞ってある。当然「教育の中身の改善」はこれだけに
とどまるものではない。教務委員会、企画構想委員会、系列会、コース会議その他の委員
専門科目の再編成
　　名称変更科目
基礎科目Ⅰ 商学基礎 4 基礎科目Ⅱ 商学総論 4
基礎科目Ⅱ 現代経済 4 基礎科目Ⅰ 経済学Ⅰ 4
基礎科目Ⅱ 現代ビジネス 4 基礎科目Ⅱ 経営学 4
コース専門科目Ⅰ マクロ経済学 4 基礎科目Ⅱ 経済学Ⅱ 4
コース専門科目Ⅰ 環境経営と環境ビジネス 2 コース専門科目Ⅱ 産業活動と環境保全 2
コース専門科目Ⅱ ミクロ経済学 4 選択科目 応用経済 4
コース専門科目Ⅱ グローバルマーケティング 4 コース専門科目Ⅱ 国際マーケティング 4
コース専門科目Ⅱ プログラミング基礎 4 選択科目 プログラミング（基礎） 4
選択科目 プログラミング応用 4 選択科目 プログラミング（応用） 4
選択科目 卒業研究 2 選択科目 卒業論文指導 2
　　科目分割
コース専門科目Ⅱ 情報通信ネットワーク 2 選択科目 情報通信ネットワーク 4
コース専門科目Ⅰ コンピュータとソフトウェア 2
コース専門科目Ⅱ 商品評価 2 コース専門科目Ⅱ 商品評価 4
コース専門科目Ⅱ サービスマーケティング 2
コース専門科目Ⅱ 日本経済論Ⅰ 2 選択科目 日本経済論 4
コース専門科目Ⅱ 日本経済論Ⅱ 2
　　統廃合科目
コース専門科目Ⅰ グローバルビジネス 2 コース専門科目Ⅰ 産業システム 4
コース専門科目Ⅰ ビジネスインテリジェンス 2
コース専門科目Ⅱ 情報と戦略Ⅰ 2 コース専門科目Ⅱ 財政 2
コース専門科目Ⅱ 情報と戦略Ⅱ 2 コース専門科目Ⅱ 公共経済 2
　　新設科目
コース専門科目Ⅰ 環境マーケティング 2
コース専門科目Ⅱ ビジネスモデルシミュレーション 4
コース専門科目Ⅱ グローバルアクティビティ 2
コース専門科目Ⅱ キャリアディベロプメント 2
廃止科目
選択科目 特別外国書講読 4
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会等で順次着実に進めていくべきものがたくさんあることを付記しておく。 
 
①シラバス重視、採点評価の厳密化 
教材、進行、採点評価の方法についてより具体的なシラバスを作成し、それにしたがっ
て授業を進行させる。 
具体的方策としては以下の２点を提示する。実際の実施方法について今後検討していく。 
 
(a)シラバス通りの授業実施、成績評価基準の明確化、成績評価・分布の公開 
・公開する場合、現在のように教員の手で算出されたデータではなくて、事務システムを
通じての成績分布の算出を行い公開する。これについては教務課にそのシステム化を要
請する。 
・現在専門科目担当者に「成績評価報告書」の提出を求めているが、全員提出にまでいた
っていない。平成 17 年度には不提出者リストの公開を行なう。 
・期末試験は正規の学期末試験期間内に実施するように努力する。 
(b)複数展開の共通基礎科目の統一テストは現行の試験システムでは同日・同時間実施は難
しいので、例外的に平常授業期間内に統一試験を行なうことができる。その場合はやむ
を得ない試験欠席者には救済措置を講ずるよう配慮する。 
 
②基礎専門科目の複数展開科目の教材、期末試験の共通化 
複数展開される基礎専門科目については平成 19 年度を目標に、統一シラバス、統一教科
書、統一試験、成績評価基準の統一実現をはかる。 
 
（参考意見） 
・共通基礎科目によって条件が異なるので、統一化が図りやすいものから実施してい
く。 
・教員の役割分担、テキスト作成、システム開発のアドバイス、ＴＡ指導等について
は適当なローテーションが必要である。 
・共通基礎科目の授業等の統一化については「系列会」で検討する。また、コース専
門科目についてはコース会議で検討する。 
・コース会議の持ち方、「系列会」のあり方については常に検討していく。 
 
③学生へのケアの促進 
 今後予想される学力低下への対応のため、クラス担任制、オフィスアワー、専門セメス
ター制、ゼミナールなどの既存の仕組みをより活かし、学生へのケアを促進させる。 
以下の方策については既に教務委員会での検討が開始されている。 
学生管理をきちんとするために、現行のクラス担任制のマニュアルを作成する。１年前
期の成績が発表された時点で、成績不良者への対応をきちんとする。教務課を通じて当該
学生を呼び出し、クラス担任が面接する。 
上記の対策は退学者対策の一環ともなる。委員会としては上記以外の具体的方策を明示
しないが、学生ケアにつながる方策はどしどし実施すべきであると考えている。 
 
④ゼミナールの強化・充実 
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 ゼミナール未履修者への対応と呼応しつつ、ゼミナールの強化・充実をはかる。さしあ
たりここでは、ゼミナール採用についての次のような指針を設けることを提案する。 
ゼミナールの採用については各学年 10 名を目安とする。担当教員は各学年 5 名以上の
採用に努力すると同時に、ゼミナール採用人数が各学年 20 名を越えないようにする。 
 
⑤ゼミナール未履修者のための指導強化 
ゼミナールの強化・充実およびゼミナール未履修者のための指導強化について、次のよ
うな改善のためのたたき台を示し、今後具体的な実施方法の検討に委ねる。 
 
（改善のためのたたき台） 
(a)ゼミナール募集・採用について 
学科・コースとゼミナール履修とは緩やかな関係とする。ゼミナール履修者を学科
・コース所属者に限定しない。特定学科・コース所属の学生に限定してその学生の専
門教育を徹底したい教員はその旨を募集要項に記載する。 
(b)一斉公開ゼミの設定 
ゼミナール募集にあたっては、「一斉公開ゼミ」を設定する。例えば、５時限終了
後に学園祭や春のサークル募集のように各ゼミナールが出店し、ゼミナールごとに説
明やパーフォーマンスを行い、ゼミナール応募者の便宜をはかるとともに、ゼミナー
ル参加への意欲の増進をはかる。 
(c)ゼミナール未履修者の指導・強化のための新設科目 
ゼミナール未履修者の指導・強化のため新設科目を設定する。科目担当はゼミナー
ル履修者が３人以下の教員にお願いする。場合によっては複数で担当し、グループで
専門分野にあった卒業研究、卒業プロジェクトを指導する。 
(d)卒業研究の指導 
ゼミナール未履修者には、現行の卒業論文指導あるいは新設される同等の科目、例
えば卒業プロジェクトや卒業研究といった科目を履修させる。ゼミナール履修者の
「卒業論文」と、これらの科目において作成されたレポート、調査報告、アンケート
調査・分析・報告、情報関係プログラムなどとを卒業要件に入れる。 
なお、ゼミナール未履修者のための新設科目については、卒業研究につなげる部分
に設定する意見と、3 年次などになんらかの形で設定し、卒業研究には既存の卒業論
文指導を適用すべきとの意見も出ている。 
(e)卒業研究の発表会 
卒業論文指導の結果としての卒業論文や上記新設科目での成果の共同発表会を設
定する。卒業予定者は全員何らかの形での発表を行い、これを商学部専門科目の担当
者全員で聞くようにする。学生にとっては発表を通じてプレゼンテーションの貴重な
経験となる。成績評価は複数の教員で行なう。ゼミおよびそれに同等するものを通し
て卒業生のクオリティの確保をはかる。 
 
 
３ 今後検討し改善していくべき項目 
 
現在一部分でも進行中の項目と、今後早期に検討し実施していくべき項目に分けて示す。 
 
- 8 -
 
（進行中の項目） 
①インターンシップなどキャリア教育の充実 
②高・大連携の推進 
③学部・大学院連携の推進 
 
（今後検討し、改善すべき項目） 
①学生との対話の促進 
②公開授業の実施 
③「学生による授業評価アンケート」の公開 
④コンピュータによる出席管理・レポート管理 
⑤コンピュータによる教務事務能率の促進 
⑥資格試験対応の強化 
⑦資格の単位認定 
⑧入学形態別学生の追跡調査と入学形態の再検討 
⑨教育設備の充実 
⑩研究・教育の社会への発信 
 
 
４ 二部商業学科の学科名変更について 
 
（１）商業学科の名称変更 
 商業学科の名称をマーケティング学科に変更する。 
 
 一部商業学科のマーケティング学科への名称変更にともなって、二部の商業学科の名称
をマーケティング学科に変更する。 
 
（２）専門科目の新設と科目名称の変更 
 学科名の名称変更にともなって、次の専門科目の新設と名称変更を行なう。なお、今回
の新設と名称変更は二部の専門科目名称を一部の科目と対応させるための必要最小限の改
訂にとどめ、カリキュラムの全体的な見直しについては改めて検討する。 
 
①「流通論」を新設する。現在は経済学科開講の「流通経済論」で対応してきた。しかし、
一部マーケティングコースの「コース専門科目Ⅰ」に位置づけられる基幹的な専門科目で
あり、学科名称変更において設置が必須の科目と考えられるため。 
②科目名称変更部分については添付の「商学部（二部）マーケティング学科専門科目新旧
対照表（平成１８年度入学者）案」参照。 
以上 
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   商学部カリキュラム改革の具体的検討をする機関として、以下のメンバーから構成された「カ
リキュラム検討委員会」を組織することが、教授会（平成 20 年 6 月 24 日）にて承認された。
その構成メンバーは以下のとおりである。 
   メンバー構成 
    商学系列 
      内野 明（副委員長） 
渡辺達朗（マーケティングコース） 
瀬下博之（ファイナンスコース） 
田中和雄（グローバルビジネスコース） 
大林 守（ビジネスインテリジェンスコース）、 
会計系列 
      佐々木重人（委員長） 
菱山 淳（財務会計） 
伊藤和憲（管理会計） 
    商学部長 
    教務課（商学部） 
    二部事務課 
  
２．検討経過と今後の予定（二部商学部カリキュラム修正検討スケジュールも含む） 
  「商学部カリキュラム検討委員会」は、系列会・コース会議でのヒアリングを行いながら、以下
のような経過で商学部カリキュラム改革案の策定作業を実施した。 
平成 20 年 07 月 01 日 第 1 回委員会（今後の日程・作業分担） 
平成 20 年 07 月 15 日 系列会・コース会議（基本方針の説明・ヒアリング） 
平成 20 年 07 月 30 日 第 2 回（持ち回り）委員会（系列会・コース会議の集約と事後作業）            
平成 20 年 07 月 31 日 会計系列委員会（学科新カリ基本プラン検討） 
平成 20 年 09 月 17 日 マーケティング系列小委員会（学科新カリ基本プラン検討） 
平成 20 年 09 月 20 日 会計系列委員会（会計学科新カリ基本プラン検討） 
平成 20 年 10 月 07 日 第 3 回委員会（系列会の結果集約と新カリ基本プラン検討） 
平成 20 年 10 月 21 日 会計系列会（新カリ基本プランの説明とヒアリング）14:50 
             マーケティング系列委員会（新カリ基本プラン検討）14:50 
平成 20 年 10 月 28 日 会計系列委員会（会計学科新カリ基本プラン検討） 
平成 20 年 11 月 04 日 マーケティング・会計系列会（新カリ基本プランの説明と両学科相互履
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平成 21 年 1 月 27 日 
 
平成 22 年度一部商学部カリキュラム改革に関する最終報告書 
－改革内容の概要－  
商学部長 
川村 晃正 殿 
                              商学部カリキュラム検討委員会 
                              
Ⅰ 商学部カリキュラム改革の意義について 
商学部は、以下で示されたカリキュラム改革の意義に基づき、本報告書において示された一部
商学部のマーケティング学科と会計学科のカリキュラムの改革案を平成 22 年度から実施するた
めの要請を学長に行うこと。 
●マーケティング学科のカリキュラム改革の意義 
商学部では平成 12（2000）年度より専門科目セメスター制を導入。商業学科では平成 16（2004）
年度コース名変更、平成 18（2006）年度商業学科をマーケティング学科に名称変更し、３コー
ス制を４コース制に変えた。平成 22 年度改革は、平成 12 年度からの改革を点検、評価し、マー
ケティング学科の完成年度後を設計していく重要な意義を持っている。 
●会計学科のカリキュラム改革の意義 
１．会計学の教育対象範囲の拡大と複雑化への対応 
いわゆる「会計ビッグバン」を背景として、今世紀の初めに集中的かつ大胆な会計制度改革が
行われた。これに伴う会計基準や会計関連法規定の拡充や複雑化は、今現在も進行している状況
にある。現行会計学科カリキュラムも、こうした会計分野の動きに迅速に対応することが必要と
なってきた。また、企業経営にとって、管理会計の新しい技法や知見を積極的に活用することが
必須となっている状況を、会計学科のカリキュラムに反映させる必要性も求められている。 
２．会計の国際化への対応する会計学科カリキュラムのさらなる充実 
平成 22（2010）年 3 月期から、我が国でも国際財務報告基準（以下、IAS/IFRS と略す）
を用いた連結財務諸表の作成が認められる見通しとなった。この動向への対応を図るため、
同時に会計学科に対する好意的評価を大学受験界から受けるため、魅力あるカリキュラムの実
現をめざす姿勢を示す必要がある。 
 
Ⅱ 商学部教授会での「商学部カリキュラム検討委員会」の立ち上げと検討経過 
 １．「商学部カリキュラム検討委員会」の組織 
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基礎教育の充実として、基礎演習については、教材、内容、指導方法が担当教員の裁量の範囲
とされているため、より実効性のあるものにするためには、今後１年かけた検討が必要であるこ
とが確認された。 
２）ゼミナール 
２年次後期より履修するゼミナールについては、特に４年次後期の指導について議論が集中し
た。すでに卒業要件単位を修得した４年次生が卒業研究を事実上放棄してしまう事例が報告され、
これに対する対策として、科目区分の変更（選択科目からコース科目化）、２年次後期から（編
入者など一部学生については３年次より）卒業研究までをセットで単位修得しないと単位としな
い制度、４年次後期も通常のゼミナールの単位を与えるものとし、卒業論文を書き上げた学生に、
別に卒業論文の単位を与える制度など、ゼミナールをめぐる何らかの改革が、より充実したゼミ
ナールを導くかどうか議論した。 
結果として、ゼミナールの改革に手をつける前に、基礎演習と同様、ゼミナールについても、
その教育内容、運営方法、卒業研究の内容などについて、担当する教員間での議論が必要で、そ
のような場を設定し、全員でゼミナールの充実をはかる努力の中から、ゼミナールの教育制度の
改変を議論していくべきだと結論が出た。 
３）卒業単位数・年間履修単位の上限 
教育の充実の観点から、卒業要件単位数を現行の１２８単位から少なくとも４単位上げること
が検討された。これは自由選択修得要件単位を現行の１２単位から１６単位に広げることを前提
に議論されたもので、自由選択修得要件単位については、中期留学における単位認定（海外語学
中期研修Ⅰ～Ⅷ、国際体験学習Ⅰ～Ⅷ）や、全学公開科目の履修単位の観点から１６単位とする
ことになった。卒業要件単位数については、現在二部商学部が１２４単位となっていることから、
同じ学位を出す学科としてこれ以上の乖離は認めがたい点から断念した。 
年間履修単位の上限についても、卒業要件を早めに満たすために、上限いっぱい履修を行うよ
り、４年次までに卒業要件を満たせばよいという観点から、少ない履修科目を深く学ぶ姿勢が必
要との議論が出た。学生が慎重に履修科目を選択し、じっくり学んでいくためにはＧＰＡの導入
が必要ということで、１年次の年間履修上限単位数は４４単位でも十分であるとの意見を残しつ
つ、現行上限単位数である各学年４８単位の維持となっている。 
４）前提科目制の導入 
シラバス上で前提科目を表示しても、学生の履修は必ずしもその指示にしたがわない。そこで、
どうしても必要ないくつかの科目については、単位修得を前提とする前提科目制を導入する。た
だし、学生の履修上の混乱を避けるために、教育上どうしても必要な科目について実施する。前
提科目導入科目は、ビジネスエコノミクス（現代経済を前提）、マクロ経済学（現代経済を前提）、
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修科目の決定方法のヒアリング）14:50 
平成 20 年 11 月 18 日 会計系列会（専門科目の単位数・科目配置ヒアリング）12:20 
第 4 回委員会（新カリ基本プラン確定・両学科相互履修科目の検討） 
14:50 
平成 20 年 11 月 25 日 マーケティング系列委員会・会計系列委員会または各系列会 
平成 20 年 12 月 02 日 第 5 回委員会（中間報告書原案検討） 
平成 20 年 12 月 09 日 教授会中間報告 
平成 21 年 01 月 13 日 商学・会計系列会（中間報告書ヒアリング）14:50 
第 6 回委員会（最終報告書原案検討）系列会終了後 
  平成 21 年 01 月 15 日  学長報告（一部商学部カリキュラム改革案承認） 
平成 21 年 01 月 20 日 第 7 回委員会（一部商学部カリキュラム改革最終報告書原案決定・二部
カリキュラムの見直しについて）大学院研究科委員会終了後 
平成 21 年 01 月 27 日 教授会最終報告・承認（一部商学部カリキュラム改革案） 
             教授会中間報告（二部商学部カリキュラム修正案） 
             系列会・コース会議（二部商学部カリキュラム修正案についてのヒアリ
ング）教授会終了後 
平成 21 年 02 月 03 日 第 8 回委員会（二部商学部カリキュラム修正の最終案作成）13：30 
平成 21 年 02 月 04 日～17 日 学長承認（一部商学部カリキュラム改革案） 
学長報告（二部商学部カリキュラム修正案） 
平成 21 年 02 月 24 日 教授会最終報告・承認（二部商学部カリキュラム修正案） 
平成 21 年 02 月 25 日 ～ 学長承認（二部商学部カリキュラム修正案） 
 
Ⅲ 平成２２年度商学部カリキュラム改革の骨子 
１．マーケティング学科カリキュラム改革の基本方針 
平成 12 年度からの改革を総点検し、カリキュラムの基本構造を確認後、どのような改革が必
要か議論し、その上で必要な改革を策定していく。 
（１） 改革の前提として議論した項目 
 １）基礎教育 
教養科目、専門科目の現在の体系が合理的か。初年次導入教育、リメディアル教育（補習教育）、
専門導入基礎教育が今後の学部教育に必要だとしたら、教養科目と専門科目の間に、基礎科目の
区分を設け、基礎教育の充実をはかることができないか検討。これについて方向性は検討に値す
るとされたものの、既存の枠を崩す部分もあり、もっと時間をかけるべき項目とされた。 
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環境監査（環境と経営を前提）、情報システム（情報基礎Ⅱを前提）。 
５）改革の前提総括 
上記のように、結果として現在のカリキュラムの骨子を変えず、選択必修科目の配置と卒業要
件単位数、コースごとに必要な新設科目、既設科目の統廃合など、改革案としては大きな改革を
提案するものではなくなった。平成 12 年度からの改革について、まだ、しっかりした評価を下
すほどわれわれ自身の総括がまだ終わっていないために、大きな改革の必要性まで議論できなか
ったと考える。基礎演習やゼミナールについては、今後早急に議論を開始し、次の改革において、
新たな飛躍、展開をはかりたい。 
 
（２） 改革内容 
１）基礎科目Ⅰ 
実質１６単位中１２単位の現行の体系に情報基礎Ⅱと情報科学概論を科目に加え、２０単位中
１６単位と選択科目としての縛りをきつくするとともに、専門導入基礎教育の充実をはかる。基
礎数理については、１年次後期から２年次前期の履修を１年次前期後期履修の体制に戻す。 
２）基礎科目Ⅱ 
商法を基礎科目Ⅱから外し、現代経済を前提科目とするビジネスエコノミクスを基礎科目Ⅱに
加える。また、金融サービスを１年次配当とする。 
３）ビジネス英語 
中期留学への対応など、現在３・４年次配当のビジネス英語（４単位）を、できるだけ低学年
から履修できるようにする。また、継続的に英語学習を可能にするように、２単位化を行い、ビ
ジネス英語Ａ、Ｂは、コース科目Ⅰで２年次から、ビジネス英語Ｃ、Ｄは、コース科目Ⅱに配置
し、グローバルビジネスコースおよびビジネスインテリジェンスコースではコース科目（選択必
修科目）として設定する。 
４）法律科目 
セメスター対応を行うと同時に、商法（４単位）を金融商品取引法（２単位）と商取引法（２
単位）に名称変更をあわせて行う。民法（４単位）を民法Ⅰ（２単位）と民法Ⅱ（２単位）に、
憲法（４単位）を憲法Ⅰ（２単位）と憲法Ⅱ（２単位）に、会社法（４単位）を会社法Ⅰ（２単
位）と会社法Ⅱ（２単位）に名称変更。 
５）新設科目、廃止科目 
  新設科目： 
企業倫理（２単位） 理由：外部評価による倫理教育の必要性の指摘を上げるまでもなく、広
い意味でのビジネス倫理を教えるための科目として設置。 
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廃止科目： 
コンピュータとソフトウェア（２単位） 理由：情報科学概論を基礎科目Ⅰに移したため、科
目内容に重複のある同科目をビジネスインテリジェンスコースの情報系の導入科目として置
いておく必要性が薄らいだこと。 
６）名称変更科目 
   時代、教育内容の必要性の変遷に応じ、機動的に名称変更を行う。 
 
２．会計学科カリキュラム改革の基本方針 
   会計学科は、以下で示した諸点を新カリキュラムにおいて実現するべき目標として定めて、そ
の策定作業を行った。 
（１） 会計基礎教育レベル（基礎科目Ｉ）のさらなる充実と専門科目Ⅰの再編 
①学生による科目履修方針の決定に役立つことを目的にして、会計科目の領域を「計算と構造」、
「市場と会計」「経営と会計」「社会と会計」「分析と会計」に分け、それぞれの領域に会計
科目を系統的に配置して、科目相互の連携関係が提示された。 
②会計基礎教育レベルのカリキュラムのうち、簿記論Ⅰ～Ⅳと原価計算論Ⅰ～Ⅲは日本商工会
議所主催の簿記検定試験範囲を目安にして、簿記論Ⅳ（４単位）、原価計算論Ⅲ（２単位）
を新設し、科目の講義内容を拡充する。（原価計算論Ⅲは、原価計算論演習（２単位）の名
称変更） 
③学生による講義内容の理解を助け、同時に教員による講義内容の理解度の確認のため、基礎
教育レベル（基礎科目Ⅰ）の一定の科目に課題提出制度を設けた。 
④会計基礎教育レベルの科目のうち、同時限の複数展開の科目については、統一シラバス（講
義内容の統一、統一教科書、統一問題集および統一試験を含む）を採用する。 
⑤会計を取り巻く企業環境に変化に対応するため、複数の会計科目につき統合、廃止、新設を
伴う再編を行った。 
（２） 会計基準の国際的統一化を視野に入れた系統的な財務会計の教育プログラム 
今後、我が国でも IAS/IFRS を用いた会計報告書の作成が普及し、加速されることを視野に
入れた財務会計教育プログラムを設計した。 
（３） 企業経営に密着し、学際的でユニークな管理会計の教育プログラム 
著しい発展を遂げた管理会計分野に対する学生の興味を喚起するために、従来の科目の統
廃合、新設、名称変更を行った。 
（４）マーケティング学科の専門科目との有機的交流を図ったカリキュラムプラン 
    新たに１６科目のマーケティング学科科目の専門科目への履修拡張を行った。 
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３．学生の職業選択に対応するコース制（マーケティング学科）・履修モデル制（会計学科） 
 新カリキュラムは、学生の職業選択に対応するために現行カリキュラムで採用されているコー
ス制（マーケティング学科）と履修モデル制（会計学科）を引き続き採用する。 
（１）マーケティング学科 
１）マーケティングコース 
  特徴：営業・販売・製品や広告の企画・開発、消費アドバイザーなど、マーケティング・
プロフェッショナルを将来指向する学生のためのコース 
２）ファイナンスコース 
  特徴：金融機関、企業財務担当部門、保険業での仕事やリスクマネージャー、ファイナ
ンシャルプランナーなど、金融プロフェショナルを将来指向する学生のためのコ
ース 
３）グローバルビジネスコース 
  特徴：商社やメーカーの海外ビジネス部門、中小企業やベンチャー企業で世界市場を相
手にしたビジネス担当部門、グローバル企業の企画・戦略部門や官公庁での活躍
を将来指向する学生のためのコース  
４）ビジネスインテリジェンスコース 
  特徴：ビジネスエコノミクス、ストラテジー、コンピュータ利用技術・理論を中心とし
た知識を身につけ、IT 企業、NPO、教員、国家・地方公務員、資格取得、内外の
大学院進学、留学を将来指向する学生のためのコース 
 
（２）会計学科 
１）会計プロフェッショナル履修モデル 
特徴：公認会計士、税理士・国税専門官等の職業的会計専門家を将来指向する学生のた
めの履修モデル 
２）財務会計履修モデル 
特徴：企業の経理や財務部門などで、主として資本市場向けの会計報告書作成を担当す
る専門家を将来指向する学生のための履修モデル 
３）管理会計履修モデル 
特徴：組織の経営管理や戦略の実行を担当するすべての経営者を将来指向する学生のた
めの履修モデル 
４）財務情報分析履修モデル 
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特徴：シンクタンクや企業格付け、コンサルティング関連部門に従事し、会計情報を利
用して、企業活動戦略の策定や企業外部からの企業活動分析を行う専門家を将来指
向する学生のための履修モデル 
 
Ⅳ 新カリキュラムでの専門科目の体系と展開内容（別添資料参照） 
１． マーケティング学科 
① マーケティング学科専門科目一覧 
② マーケティング学科卒業要件単位について 
 
２． 会計学科 
① 会計学科専門科目一覧 
② 会計学科卒業要件単位について 
③ 平成２２年度会計学科新カリキュラムでの科目展開表 
④ 会計学科新カリ基本方針に基づく平成２２年度会計学科新カリキュラム改定点 
⑤ 領域別履修フローチャート 
⑥ 会計学科新カリキュラムでの科目別モデルシラバス 
注：会計学科カリキュラムは SWP を設けない。 
以 上 
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「会計学科新カリ基本方針」に基づく「平成22年度会計学科新カリキュラム」改定点 
 
（１） 会計基礎教育レベル（基礎科目Ｉ）の教育プログラム充実 
① 簿記については、その原理をとりあつかう「簿記論Ⅰ(4)」から始まり、より高度な会計処理を行う「簿
記論Ⅳ(4)」まで配置する。また、「工業簿記論(4)」を「原価計算論Ⅰ(4)」に名称変更し、「原価計算論
(4)」を「原価計算論Ⅱ(4)」に名称変更する。さらに「原価計算論Ⅲ(2)」を新設して講義内容を拡充す
る（「原価計算論演習(2)」－原価計算論Ⅲ(2)に名称変更）。一方、現行カリキュラムの「簿記論Ⅰ演習
(2)」、「簿記論Ⅱ演習(2)」、「簿記論Ⅲ演習(2)」、「工業簿記論演習(2)」およびを廃止する代わりに、新カリ
キュラムの会計学科向けの「簿記論Ⅰ～Ⅲ」および「原価計算論Ⅰ～Ⅱ」では、自宅学習用に講義内容に対
応する問題形式の課題を用意し、1セメスター中に合計10回程度、宿題として課して提出させ、課題提出
点として、期末における成績評価の一部に含める。（同一時限に多展開されている科目の場合には、担当者
間で協議して統一した評価方法を採用する。例：試験点数 80％+課題提出点 20％）なお、課題の回収や提
出点の算出や記録のために、TA を活用することができる。「簿記論」と「原価計算論」で同一時限に多展
開されている会計学科向けの科目は、現行カリキュラムのどおり、統一シラバスで統一教科書を採用し、統
一試験を実施する。 
② 「財務会計論Ⅱ(4)」を「連結会計論(4)」に名称変更する。この授業に現行カリキュラムで付随してい
た「財務会計論演習(2)」は廃止する。「連結会計論(4)」は、自宅学習用に講義内容に対応する問題形式
の課題を用意し、1セメスター中に合計10回程度、宿題として課して、かつ提出を求め、課題提出点とし
て、期末における成績評価の一部に含める。（例：試験点数 80％+課題提出点20％）なお、課題の回収や
提出点の算出や記録のために、TAを活用することができる。 
③ 「株式会社会計論(4)」を「会計基準論(4)」に名称変更する。「株式会社会計論(4)」の中心領域（会社
法会計関連規定解釈も含む資本会計や企業結合）に加えて、いわゆる新会計基準を中心とした財務会
計領域について取り上げることで、「財務会計論」を補足する。 
④ 管理会計系科目（「経営と会計」領域の科目）については下記（３）のようにする。 
以下は基礎科目Ⅱと専門科目Ⅰの変更点 
⑤ 「情報基礎Ⅱ」の配当年次を1～2年次から1年次に変更する。 
⑥ 現行カリキュラムの「財務諸表分析論(4)」を「経営分析論(4)」に名称変更する。 
⑦ 「社会環境会計論(2)」を廃止し、新たに「環境会計論（4）」を新設する。（「社会環境会計論(2)」は旧
カリ科目として平成25年度まで開講する必要あり） 
⑧ 「商法(4)」は「金融商品取引法(2)」と「商取引法(2)」（商法総則・商行為）に名称変更する。 
⑨ 「民法（4）」は「民法Ⅰ(2)」と「民法Ⅱ(2)」に名称変更し、「会社法(4)」は「会社法Ⅰ(2)」と「会社法Ⅱ
(2)」に名称変更する。 
⑩ 「コンピュータ会計(2)」を「コンピュータ会計Ⅰ(2))に名称変更する。さらに「コンピュータ会計Ⅱ(2)」を
新設する。 
⑪ 「会計外国書講読(4)」を「会計外国書講読Ａ(2)」と「会計外国書講読Ｂ(2)」に名称変更する。さらに「会
計外国書講読Ｃ(2)」と「会計外国書講読Ｄ(2)」を新設する。 
 
（２）会計基準の国際的統一化を視野に入れた系統的な財務会計の教育プログラム 
   今後、我が国でも国際財務報告基準（以下、IAS/IFRSと略す）を用いた連結財務諸表の作成が予想され
る。その一方で、個別財務諸表については関連諸制度との対応もあるため自国基準に従って作成するこ
とも予想される（他の対応も考えられるが）。これに対応する科目配置として、「会計基準論(4)」と「国
際会計論(4)」を設ける。「会計基準論(4)」では、我が国の新会計諸基準を中心とする検討を行い、必要に
応じて IAS/IFRSを参照する。「国際会計論(4)」では国際会計基準の発展、会計基準間のコンバージェン
ス、IAS/IFRSの設定プロセスや概念フレームワークなどを含んだ IAS/IFRSの全体像を明らかにする。 
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（３）企業経営に密着し、学際的でユニークな管理会計の教育プログラム 
   管理会計論に対する学生の興味を喚起するために、財務会計論の展開と同様の科目展開を図る。そのた
めに、科目の統廃合、新設、名称変更を行う。 
① 「予算管理論(4)」を「業績評価会計論(4)」に名称変更する。 
② 「管理会計論(4)」の補完科目と同時に、「財務管理論(4)」への導入科目として「意思決定会計論(2)」
を新設する。 
③ 「意思決定会計論(2)」と「業績評価会計論(4)」からの発展科目として「戦略的マネジメントコントロ
ール論(2)」を新設する。 
 
（４）マーケティング学科科目との有機的交流を図ったカリキュラムプラン 
   現行カリキュラムの専門科目Ⅱに属する憲法（憲法Ⅰ(2)と憲法Ⅱ(2)に変更）、インターンシップ、国際
体験学習Ⅰ～Ⅷを除いた商学系列科目は、マクロ経済学、現代企業、貿易実務、流通論、保険論、国際
経営(2)（国際経営A(2)に変更、と国際経営B(2)を新設）、中小企業、産業立地(4)（産業立地Ⅰ(2)と産業
立地Ⅱ(2)に変更）、金融システム、外国為替、経営組織(4)（「企業組織(2)」と「経営戦略B(2)」に変更）、
情報と戦略Ⅰ(2)（「情報と戦略(2)」に変更）、外国書講読(4)（外国書講読Ａ(2)と外国書講読Ｂ(2)に変更）、
ビジネス英語(4)（ビジネス英語Ａ(2)・ビジネス英語Ｂ(2)に変更、ビジネス英語Ｃ(2)・ビジネス英語Ｄ(2)
を新設）の14科目である。新カリキュラムでは、 
1) 会計学科の学生が比較的多く所属している商学系列の専門ゼミナールの担当教員の授業科目（3年
次以降開講科目で、過去 3 年間で会計学科学生合格者 7 名以上のゼミの担当教員による科目：資
料「商学系列に属するゼミに所属する会計学科の学生数」参照）、 
2)  新設されるマーケティング学科科目のうちで、適当なもの 
3) 大学基準協会からの指摘内容（企業倫理に関連する科目の履修） 
4) 会計系列会でのヒアリング内容 
5）追加マーケティング学科科目の前提履修科目とみなされる科目やセットとみなされる科目、及び新
設会計科目との相乗効果が期待できる科目 
に基づき、下記の科目を専門科目Ⅱに追加する。 
 商学系列の追加履修科目：証券論(4)、投資理論(2)、デリバティブ（2）、情報システム(4)、プログラ
ミングＡ(4)、ビジネスエコノミクス(4)、ファイナンシャルプランニング
(4)、企業倫理(2)、経営数学(4)、国際金融(4)、経営戦略A(2)、プログラミ
ングＢ(4)、環境と経営(2)、環境と経済(2)、環境監査(2)、環境マーケティ
ング(2) 
資料21
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資料 1 
スポーツ推薦入学者対象  
SWP【スポーツ・ウェルネス・プログラム】（案） 
 
１．設置趣旨と教育の目的 
   我が国の社会環境は、科学技術の進歩に伴って著しく変化している。21 世紀に取り
組む課題には様々な内容が挙げられるが、その中でも少子・高齢化、健康の維持増進
等に関わる健康科学や福祉の発展と普及は国民的な大きな課題の一つである。 
近年、健康や福祉を考える場合、ウェルネスという視点に着目する必要性が唱えら
れるようになった。ウェルネスとは、一般に「心身の快適な状態」と訳され、人間が
備えるべき包括的な健康状態を指す造語であり、また、人間の「生きがい」や「生き
方」に関連した概念である。健康教育や福祉は、まさに QOL (quality of life: 生活
の質) に関連しながら個人の「生きがいの創造」を支援する働きかけであるが、この
分野ではウェルネスという視点が不可欠であると考えられる。 
本学のスポーツ推薦入学者は、社会に対する適応能力やコミュニケーション能力に
代表されるような、スポーツや集団生活で培われた様々なスキルや潜在的可能性を秘
めている。これらの能力や可能性は、前述のような社会環境においてその真価が発揮
できることが考えられる。しかしながら、これまでの本学の教育において、以上のよ
うな彼らの特性を考慮したプログラムが用意されてきたとは言いがたい。したがって、
彼らの能力や潜在的可能性を高めたり顕在化したりするために、ウェルネスという視
点を基幹とした教育プログラムを実施することは大きな意味を持つと考えられる。 
以上のような状況を鑑み、スポーツ推薦入学者のための特別カリキュラムとして、
このたび「スポーツ・ウェルネス・プログラム」の新設を提案する。このプログラム
は、「スポーツと学業」の新たな関係を構築し、教育的な働きかけによって彼らの潜在
的能力を開発し、現在から未来にわたって彼らを支援することを目指すものである。 
より具体的には、体育・スポーツ関連の専門教育課程を目指すものではなく、既設
の各学部に在籍しながら専門科目や教養科目を履修しつつ、スポーツを通して「より
よい生き方」を探求するために必要な特別カリキュラムを履修するというスタイルを
とる。このプログラムの実施により、スポーツ推薦入学者が競技力向上や潜在的な可
能性を探求する中で、自らの「生きがいの創造」をデザインできる学生が育成される
ことが期待され、広義には本学の 21 世紀ビジョンである「社会知性の開発」を促すも
のと考えられる。 
 
２．スポーツ・ウェルネス・プログラムの内容 
 ①開講予定科目一覧（案）（資料 2－1） 
②開講予定科目と公認スポーツ指導者養成講習会共通科目対応表（資料 2－2） 
      ③卒業要件単位数（イメージ）（資料 2－3） 
             
３．各種資格 
   財団法人日本体育協会公認スポーツ指導者資格 
①財団法人日本体育協会公認スポーツ指導者資格【概要】(資料 3－1) 
②財団法人日本体育協会公認スポーツ指導員【各種資格・内容】(資料 3－2) 
 ＊スポーツ資格カリキュラム共通科目Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ免除 
 
４．将来の進路 
  スポーツ関連ビジネス(①スポーツメーカー・②広告代理店・③フィットネス産業・
④介護ビジネス・⑤地域スポーツセンター・⑥スポーツメディア・⑦プロスポーツ
チームのフロント・⑧特定非営利活動法人・⑨プロスポーツ選手他) 
以 上  
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平成 18 年 7 月 11 日 
教務委員会資料 
スポーツ推薦入学者対象 SWP【スポーツ・ウェルネス・プログラム】について 
（専修大学 SWP プロジェクト提案） 
 
◎専修大学 SWP プロジェクトからの提案に対して、 
・ 商学部としてのアイデンティティの確保 
・ 当面、スポーツ推薦学生に限定する（対象の拡張等は将来の検討課題） 
・ 他学部（少なくとも 1 学部）との足並みの一致（導入時期・手順について） 
・ 「教養」（全学教養教務委員会および教養系列教員）の理解と協力 
を前提条件として、商学部として大枠で導入に賛成する方向を打ち出したい。 
◎以下に、提案されている SWP の概要と商学部としての導入案を記す。 
 
１．設置趣旨と教育目的（抄） 
本学のスポーツ推薦入学者は、社会に対する適応能力やコミュニケーション能力に代表
されるような、スポーツや集団生活で培われた様々なスキルや潜在的可能性を秘めている。
しかしながら、これまでの本学の教育において、以上のような彼らの特性を考慮したプロ
グラムが用意されてきたとは言いがたい。したがって、彼らの能力や潜在的可能性を高め
たり顕在化したりするために、ウェルネス――「心身の快適な状態」と訳され、人間が備
えるべき包括的な健康状態を指す造語であり、人間の「生きがい」や「生き方」に関連し
た概念――という視点を基幹とした教育プログラムを実施することは大きな意味を持つ。 
以上のような状況を鑑みて、スポーツ推薦入学者のための特別カリキュラムとして、「ス
ポーツ・ウェルネス・プログラム」の新設を提案する。このプログラムは、「スポーツと学
業」の新たな関係を構築し、教育的な働きかけによって彼らの潜在的能力を開発し、現在
から未来にわたって彼らを支援することを目指すものである。 
より具体的には、体育・スポーツ関連の専門教育課程を目指すものではなく、既設の各
学部に在籍しながら専門科目や教養科目を履修しつつ、スポーツを通して「よりよい生き
方」を探求するために必要な特別カリキュラムを履修するというスタイルをとる。このプ
ログラムの実施により、スポーツ推薦入学者が競技力向上や潜在的な可能性を探求する中
で、自らの「生きがいの創造」をデザインできる学生が育成されることが期待され、広義
には本学の 21 世紀ビジョンである「社会知性の開発」を促すものと考えられる。 
 
２．スポーツ・ウェルネス・プログラムの内容 
① 商学部における対象学生：マーケティング学科のスポーツ推薦学生（推薦枠 45 名） 
・ スポーツ推薦入学者は、初年度の履修において、「学部学科所定のカリキュラム」
か「スポーツ・ウェルネス・プログラム」を選択する（途中変更は原則不可）。 
・ スポーツ推薦以外の体育会所属学生、あるいは通常カリキュラム学生においても
SWP 科目の履修可能性を検討すべきとの意見もあるが、当面は、設置の目的と実
務的理由（履修者数の問題等）から、スポーツ推薦学生に限定する。他のカテゴリ
ーの学生への拡張等は、新学部の設置構想との関係も考慮しながら、全学的な課題
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表１ SWP 開講予定科目一覧（案） 
 
Ｓ
Ｗ
Ｐ 
分野 Ｎｏ 科目 
教科担当 
科目分類 日体協スポーツ資格カリキュラム 
（財）健康・体力
づくり事業団 
単位 
配当 
年次 予定者(案) 
健康生活 競技力向上 社会環境 共通Ⅰ 共通Ⅱ 共通Ⅲ 
健康運動 
実践指導者 
基幹科目 
(必修) 
1 生きがい論 （現）専任 〇 〇 ○         2 
 
１～４ 
年次 
2 トップ・アスリート論 （現）専任   ○           2 
専攻科目 
(選択必修) 
3 生涯スポーツ論 （現）専任 〇   ○   ○     2 
4 スポーツ政策論 （現）専任 〇 〇 ○ ○ ○     2 
5 アスリート・システム指導論 （現）専任 ○ 〇   ○   ○ ○ 2 
6 スポーツ指導論 （現）専任 〇 〇   ○ ○ ○   2 
7 健康管理概論 （現）専任 〇 〇   ○   ○ ○ 2 
8 トレーニング科学論 （現）専任 〇 〇   ○   ○ ○ 2 
9 運動生理学 （現）専任 〇 ○       ○ ○ 2 
10 運動と栄養 
(新)非常勤 
又は(現)専任 
○ 〇   ○   ○ ○ 2 
11 スポーツ医学概論 (現)専任 〇 〇   ○   ○ ○ 2 
12 スポーツ心理学 (現)専任 ○ 〇   ○ ○ ○   2 
13 健康心理学 (現)専任 ○     ○ ○   ○ 2 
14 スポーツ人類学 (現)専任     ○ ○ ○     2 
15 スポーツと法律 
(現)専任又は 
(新)非常勤 
    ○   ○     2 
16 スポーツ社会学 (現)専任     ○ ○ ○     2 
17 レジャー・スポーツ論 (現)専任     ○         2 
18 コンディショニングの科学 (現)専任   ○           2 
19 公衆衛生学 (現)専任 ○   ○       ○ 2 
20 精神生理学 (現)専任 ○             2 
21 スポーツビジネス論 
(現)専任又は 
(新)非常勤 
    ○         2 
合計 32/42   
＊日本体育協会適応コース（スポーツ資格カリキュラム共通科目Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ）承認校を考えている。       
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として中長期的に検討していくべきと考える。 
② 学部既存カリキュラムとの関係に関する基本的考え方 
・ SWP はあくまでも「副専攻」的な位置づけであり、学部／学科／コースで学ぶべ
き必要条件にかかわる部分（いわば「主専攻」部分）には手をつけない。 
・ したがって、専門科目における選択必修科目（基礎科目Ⅰ・Ⅱ、コース専門科目Ⅰ・
Ⅱ）に関する卒業要件単位は現状のままとし、選択科目の枠内での対応とする。 
③ 開講予定科目の構成（案）（⇒表１） 
・ SWP は基幹科目（必修）と専攻科目（選択必修）から成り、健康生活関連、競技
力向上関連、社会環境関連に分類される。また、日本体育協会の指導者資格と連動
させており、体系的に履修することにより、資格取得のための共通科目の免除が可
能になる。 
・ SWP の修得要件は必修 4 単位、選択必修 28 単位の合計 32 単位（半期２単位、16
科目）とする。但し、卒業要件単位（32 単位）を超えて習得した単位は自由選択
修得要件単位として算入する。 
 
３．商学部における具体的な実施内容（案）（⇒表２） 
・ SWP 科目は、学部共通科目の位置づけとし、学部カリキュラムにおける科目一覧
とは異なる別表扱いとする（一括で別表として表示）。 
・ 教養科目、専門科目（ただし選択必修科目は除く）、自由選択修得要件単位のすべ
ての単位枠から、SWP32 単位分の単位に振り向けることとする。 
・ 卒業要件単位（128）に占める SWP 科目の割合は 25％、専門科目への算入は 18
単位で専門科目全体の必要単位（88）の約 20％（選択科目 32 のうち 18 のみ）に
止まる。とくに、学部／学科／コースのアイデンティティの鍵となる選択必修科目
については、通常カリキュラム履修者と同様の卒業要件であることから、「商学部
マーケティング学科○○○コース卒業」で学士号を出すことに無理はないと考える。 
 
表２ 商学部における実施案 
 
学部・学科 
分野 
商学部 
マーケティング学科 
通常カリキュラム履修者 
卒業要件単位 
SWP 履修者 
卒業要件単位 
SWP 
振替分 
教養科目 教養教育科目 16  
28 
12  
18 
▲4  
▲10  外国語科目 8 6 ▲2 
 保健体育科目 4 0 ▲4 
専門科目 選択必修科目 56  
88 
56  
70 
―  
▲18  選択科目 32 14 ▲18 
SWP 基幹科目（必修） ― 4  
32 
― 
 専攻科目（選択必修） ― 28 ― 
自由選択修得要件科目 12 8 ▲4 
卒業単位 128 128 計 32 
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商学部教務委員会資料 
平成 16 年 6 月 29 日 
 
学期末卒業制度について 
 
商学部では、専門科目を半期で集中して学習するセメスター制を導入している。また、平成
１６年度から学年末に加え学期末にも成績通知することになった。 
このことから、学則第１８条第１項、第２項及び第３項に基づき、４年以上在学して所定の
試験に合格し、所定の単位を修得した者は学期末に卒業をすることを可能にする学期末卒業に
関する規程を制定する。 
手続の流れ（予定） 
教務委員会付議   平成１６年５月１１日・２５日、６月８日・２９日 
学部長懇談会         ７月 １日 
教授会（商学部）       ７月１３日 
学部長会           ７月１５日 
常勤役員会          ７月以降 
 規程制定りん議起案      ７月中 
 学生への周知（りん議決済後） ９月 
    〃  （４月ガイダンス）４月 
 
＜参考＞ 
学則 
第 18 条 4 年以上在学して所定の試験に合格し、所定の単位を修得した者を卒業とし、次
の学位を授与する。 
〔中略〕 
  2 卒業の時期は、学年末とする。ただし、本大学の認めた者に対しては、学期末とするこ
とができる。 
  3 前項ただし書に関する取扱いについては、各学部ごとに別に定める。 
 
専修大学商学部学期末卒業の取扱内規（案） 
第１条 この内規は、専修大学学則（以下「学則」という。）第１８条第 3 項に基づき、商
学部学期末卒業に関する取扱基準について定める。 
第２条 この内規において学期末卒業とは、学則第１８条第１項の卒業要件を満たし、所
定の学費を納め、かつ所定の手続を行なった在学者が学期末に卒業することをいう。 
第３条 学期末卒業は申請年度の９月２０日とする。 
第４条 学期末卒業を希望する場合は、６月３０日までに保証人と連署の「学期末卒業願」
によって申請しなければならない。 
第５条 学期末卒業を申請した者が学期末卒業を辞退する場合は、７月３１日までに保証
人と連署の「学期末卒業辞退願」によって申請しなければならない。 
第６条 学期末卒業決定者には、学則第１８条第１項に定める学位を授与する。 
第７条 この規程の改廃は、教授会の議を経て学長が行う。 
    附 則 
この規程は、平成  年 月 日から施行する。 
商学部教務委員会資料 
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卒業延期制度について 
 
 
４年以上在学し卒業要件を満たした者が、国家試験受験、就職活動など正当な理由により、
引き続き在学を希望する場合に卒業の延期を可能にすることを目的とした卒業延期制度を確立
するため、専修大学学則の一部変更及び卒業延期に関する規程を制定する。 
 
学則変更（案）別紙 
 
専修大学商学部卒業延期の取扱内規（案） 
第１条 この内規は、専修大学学則第１８条第４項に基づき、商学部卒業延期に関する取扱
基準について定める。 
第２条 この内規において卒業延期（以下「延期」という。）とは、４年以上在学し、かつ、
専修大学学則第１８条第１項の卒業要件を満たし、所定の学費を納めた在学者が延期を
希望する場合にその機会を与えることをいう。 
第３条 延期を許可する期間は１箇年とする。 
第４条 延期を希望する者は、適用を受ける前年の１１月３０日までに保証人と連署の「卒
業延期願」によって申請しなければならない。 
第５条 延期を辞退する場合は、２月末日までに保証人と連署の「卒業延期辞退願」によ
って申請しなければならない。 
第６条 延期の許可書を本人及び保証人に文書で通知する。 
第７条 延期を許可された者は、所定の学費を納入しなければならない。 
第８条 延期を許可された者の当該年度に履修できる科目は、商学部の専門科目とする。
ただし、履修人数を制限する科目は履修できないこともある。 
第９条 この規程の改廃は、商学部教授会の議を経て学長が行う。 
    附 則 
この規程は、平成  年 月 日から施行する。 
 
手続の流れ（予定） 
教務委員会付議   平成１６年 ５月１１日・２５日、６月８日・２９日 
学部長懇談会          ７月 １日 
教授会（商学部）        ７月１３日 
学部長会            ７月１５日 
教授会（全学）         ９月２８日 
常勤役員会付議        １０月以降 
 規程制定りん議起案      １０月 
 学生への周知（りん議決済後） １１月 
    〃  （４月ガイダンス） ４月 
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卒業延期制度導入にあたって 
(1)卒業延期制度の目的・ねらい 
 商学部は、在学中の学生が絶えず将来の職業選択という問題意識を高めてゆけるように、
卒業後に就きたい職業に直結した科目群の履修を、コース選択制（マーケティング学科）
や履修モデル制（会計学科）の導入を通じてはかってきた。さらに、長期留学等の国際交
流や課外活動・課外講座への積極的参加を促すほか、インターンシップの導入やキャリア
ディプロプメント・グローバルアクティビティといった学生の職業や進路選択に直接寄与
する科目の導入も始まろうとしている。 
 特に商学部には、公認会計士・税理士・国税専門官のような難関の国家試験等に挑戦す
る学生、さらには採用枠の関係で試験に合格しながらも採用まで至らなかった教員志望の
学生、上級年次から海外交流協定大学に長期留学を希望する学生及び大学院への進学を望
む学生など、4 年間という標準在籍期間の枠を超えて、学生自らの進路目標を達成しよう
とする学生も多い。 
 そこで、商学部は、学生自身が学修計画の継続によって進路目標を達成するのを応援す
るという趣旨に則り、一定の条件に基づいて、卒業の延期を認め、学生それぞれの目標達
成の遂行が効率的に実現できるような卒業延期制度を整備する時機にきていると判断する。
また本制度は、すでに導入済の学期末卒業制度と対の関係として位置づけされ、商学部の
学生や入学希望者によって、好感をもって理解されるであろう。 
  
(2)卒業延期制度の定義 
4 年次生以上で、かつ、所属する学科の卒業要件を満たす者(出願時に卒業要件を満たす
見込みのある者を含む)を対象に、学生本人の申し出により卒業の延期を許可することで、
公務員試験や国家試験等の資格試験を志すため、あるいは大学院入学を目指して課題に取
り組むなど(あるいは就職試験への再挑戦)するといった目的をサポートするための制度。 
 
(3)在学期間の延長期間・再延長 
在学期間の延長は原則として 1年間とする。ただし、更に 1年間に限って再延長(初回同
様の申請手続が必要)することができ、最大 2年間まで延長出来る。在学期間は、入学して
から通算 8年間までを限度とする。なお、在学期間の延長・再延長期間中の休学は許可し
ない。 
 
(4)学期末卒業 
 在学延長期間中に、学期末卒業を希望する者は、大学が指示した期限（6月 30日）まで
に学期末卒業申請書を提出しなければならない。 
 
 
(5)学費 
20 単位以下の卒業要件単位不足者に適用する学費減免措置に準じ、学費(授業料)の 1/2
を減免する。納入方法は一括納入のみとして分割納入は認めない。（法人の判断を要する） 
 
(6)履修科目・履修単位 
20 単位までの商学部各学科で開講する専門科目から未履修科目(当該学科が認めた科目)
を履修することが出来る。なお、教職課程協議会等の理解が得られることを前提として・
資格課程設置の授業科目の履修も許可すべきであろう（ただし、新規に資格課程の受講を
開始することはできないと思われる）。 
 
(7)各種講座・交換留学等への参加、学内諸施設の利用 
通常の在学生の場合と同様に扱い、各種講座・交換留学等への参加もしくは学内諸施設
の利用に何ら支障をきたすものではない。ただし、講座等に参加を希望する場合には、取
扱事務所管に事前に確認することを要する。 
 
(8)延期許可の辞退 
在学期間の延長を許可された者が、これを辞退しようとする場合は、当該年度の 2月 28
日までに辞退届(願)を提出することを要する。ただし、一度提出された辞退届(願)を取り
消して、再度延長申請を行うことは出来ない。また延期手続が完了した後の辞退は許可し
ない。したがって、一度卒業延期を許可されて延期手続きを完了した者の学位記交付及び
卒業は、卒業延期期間が満了する年度の学期末又は年度末とする。ただし、卒業延期期間
中に死亡した者の卒業は、死亡日を卒業日とする。 
 
(9)許可の取り消し 
所定手続期間内に辞退届けを提出した場合及び所定期間内に学費の納入を行わなかった
場合には卒業延期許可を取り消し、本来の卒業年度の卒業とする。なお、「卒業延期許可」
の内定を得ていても、卒業判定において卒業要件を満たさないことになった場合には、通
常の「未卒」扱いとなる。 
 
 (10)審査・発表 
審査・発表は以下の手続きに従って行うものとする。 
①出願受付期間 
②第一次審査結果通知 
③卒業延期許可者の決定・発表 
④学費納入及び辞退届受付期間 
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②の第一次審査結果通知については、学生の不安定な立場と気持ちを解消し、もって本
来意図している試験勉強等に集中して臨める環境を提供するために提案するものであり、
審議経過によっては省略して、③の卒業延期許可者の決定・発表で一括して行うことも検
討に値する。なお一例として、以下の日程を提案する。 
①出願受付期間:11 月 1日～11 月 30 日 
②第一次審査結果通知: 12 月中旬 
教授会審議を経た後、本人及び保証人宛通知。なお、審査委員会等を別途設けるかど
うか、また、書類審査だけでなく面接を実施するかどうかについては要検討。 
③卒業延期許可者の決定・発表: 第一次卒業発表当日(2 月 20 日頃) 
卒業発表掲示とは別に卒業延期決定者について掲示して、該当者に卒業延期許可書・
学費振込用紙を交付(窓口交付：2月 20 日頃)する。なお、第 2次卒業判定(3 月 10 日
頃)により卒業要件単位を修得した者については、手続日程の関係上、本制度の適用対
象外とする。 
④学費納入及び辞退届受付期間：卒業延期許可日から 2月 28 日まで 
 
(11)証明書 
卒業延期をした場合には、各種証明書その他書類上にその旨の表記はされないが、卒業
延期期間中に履修し単位を修得した授業科目及び成績は、学籍簿及び成績証明書に表記す
る。なお、卒業見込証明書等の扱いは、通常の 5年次生の扱いに準ずる。 
 
(12)申請書類 
①卒業延期申請書②卒業延期理由書③卒業延期誓約書④卒業延期申請辞退届(願)⑤学期
末卒業申請書の書式を用意する（他大学の様式などを参考とする） 
以上 
 
付記： 
商学部のほかに、文学部においても卒業延期制度の検討が平成 17 年から進行しており、
平成 17 年 11 月 22 日開催の平成 17年度第 13回文学部教授会にて、本制度の導入が既に承
認済みである。したがって、商学部は、文学部とも連携して本制度の導入を大学に積極的
に働きかけていくことが望まれる。 
 1
教 授 会 配 布 資 料 
平成１９年１２月１１日 
 
専修大学商学部卒業延期の取扱内規(案) 
 
（趣旨） 
第１条 この内規は、専修大学学則第１８条第５項の規定に基づき、商学部における卒業延期
の取扱いについて必要な事項を定めるものとする。 
（定義） 
第２条 この内規において「卒業延期」とは、専修大学学則第１８条第１項の規定による卒業要
件を満たす者が在籍期間を延長して修学の継続を希望する場合に、その者の願い出に基づき、
専修大学（以下「本大学」という。）がその者の卒業時期の延期を許可することにより、その
機会を与えることをいう。 
（願い出） 
第３条 卒業延期の許可を受けようとする者は、本大学にその願い出をしなければならない。 
（願い出の資格） 
第４条 前条の規定による卒業延期の願い出をすることができる者は、４年次生以上の者で、
かつ、所属する学科の卒業要件を満たす者又は当該出願時に卒業要件を満たす見込みのある
者とする。 
（願い出の手続） 
第５条 第３条の規定により、卒業延期の願い出をしようとする者は、当該年度の１１月１日
から同月３０日までの間に卒業延期願その他必要書類を本大学に提出することにより願い出
なければならない。 
（書類審査及びその通知） 
第６条 本大学は、前条の規定により提出された書類を審査し、その願い出が適格かどうかに
ついて判定し、その結果を本人及び保証人に対し文書で通知する。 
（卒業延期の許可） 
第７条 卒業延期の許可は、前条の規定による適格な願い出に基づき、商学部教授会の議を経
て学長が行う。 
２ 前項の許可は、卒業判定において卒業要件を満たした者に対し、卒業延期許可書を交付す
ることにより行う。 
（卒業延期の辞退） 
第８条 前条の規定により、卒業延期の許可をされた者（以下「卒業延期の許可をされた者」
という。）が卒業延期を辞退する場合は、前条の卒業延期許可書がその者に交付された日以後
その年度の２月２８日までの間に、本大学に辞退願を提出することによりこれをしなければ
ならない。 
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（卒業延期の取消し） 
第９条 本大学は、次の各号のいずれかに該当する場合は、卒業延期の許可を取り消す。 
(１) 前条の規定に基づき、所定の期間内に辞退願の提出があったとき。 
(２) 卒業延期の許可をされた者が次条第２項に規定する所定の期間内に学費を納入しなか
ったとき。 
(３) 第１３条の規定に基づき、所定の期間内に学期末卒業願出書が提出されたとき。 
２ 前項に規定するもののほか、第一次卒業判定において卒業要件を満たさないことになった
ときは、その者の卒業延期の許可を取り消す。 
（学費） 
第１０条 卒業延期の許可をされた者の学費は、別に定める。 
２ 卒業延期の許可をされた者は、第二次卒業判定教授会前の所定の期日までに一括して学費
を納入しなければならない。 
（在籍期間） 
第１１条 卒業延期の許可をされた者が在籍することができる期間は、これを願い出た年度の
翌年度の４月１日から当該年度の３月３１日までの１年間とする。 
（修業年限） 
第１２条 卒業延期をする場合にあっても、その者の修業年限は、専修大学学則第８条に定め
る修業年限を超えることはできない。 
（学期末卒業） 
第１３条 第１１条の規定による在籍期間（以下「卒業延期期間」という。）中の者で、学期末
卒業を希望するものは、本大学が定める期間内に学期末卒業願出書を提出しなければならな
い。 
（指導教員、履修科目及び履修単位数） 
第１４条 卒業延期の許可をされた者には、指導教員を定め、その履修に関しては、当該指導
教員の指示に従うものとする。 
２ 卒業延期の許可をされた者が当該年度に履修することができる科目は、商学部の専門科目
及び資格課程設置の授業科目とする。ただし、新たに資格課程の受講を開始して、授業科目
を履修することはできない。 
３ 卒業延期の許可をされた者は、既に単位を修得した科目については、履修することができ
ない。 
４ 卒業延期の許可をされた者は、２０単位を限度として履修科目の登録を行わなければなら
ない。 
（休学の禁止） 
第１５条 卒業延期期間中は、休学をすることができない。 
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（卒業延期期間中の身分） 
第１６条 卒業延期期間中は、通常の在学生と同等の身分を有し、各種講座、交換留学等への
参加又は学内諸施設の利用に何ら支障を来たすものではない。ただし、各種講座、交換留学
等への参加を希望する場合には、取扱事務所管に事前に確認し、その指示に従わなければな
らない。 
（学生証の交付） 
第１７条 卒業延期の手続が完了した者には、学生証を交付する。 
２ 学生証の有効期間は、在籍を許可された期間とする。 
（成績証明書及び証明書） 
第１８条 卒業延期期間中に履修した授業科目の成績は、学籍簿及び成績証明書に記載する。
ただし、卒業延期をした旨の記載又は卒業延期期間中であることを証明する特別な証明書の
発行は、行わない。 
（卒業の時期） 
第１９条 卒業延期の許可をされた者の卒業の時期は、その者の卒業延期期間が終了する年度
末とする。 
２ 卒業延期期間中に死亡した者については、その死亡の日を卒業の日として学位記を交付す
る。 
（再延長） 
第２０条 卒業延期の許可を受けた者がその卒業延期期間満了後も、明確な目的の下に、更に
修学の継続を希望する場合は、１年間に限って卒業延期の再延長（以下「再延長」という。）
の許可を受けることができる。 
２ 前項の規定により、再延長の許可を受けようとする者は、本大学にその願い出をしなけれ
ばならない。 
３ 再延長の許可は、前項の規定による願い出に基づき、商学部教授会の議を経て学長が行う。 
４ 第５条及び第６条、第８条から前条までの規定は、再延長について準用する。 
（内規の改廃） 
第２１条 この本内規の改廃は、商学部教授会の議を経て学長が行う。 
附 則 
この内規は、平成２０年４月１日から施行する。 
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「9 月卒業制度」と「卒業延期制度」実施に向けた要望書（案） 
 
専修大学学長 出牛 正芳殿 
                                                  平成 16 年 3 月 13 日 
商学部長 大西勝明 
 
商学部教授会は、平成 16 年 3 月 13 日開催の教授会において、以下で示した理由により、
平成 17 年度から「9 月卒業制度」と「卒業延期制度」の実施にむけた学則運用（内規新設）
開始を求めることで合意いたしました。これをうけて、学長には、その合意内容の実施を
お認め下さるよう要望いたします。 
すでに基本政策検討会議第 3 次答申に基づき、「セメスター制度の拡充」ならびに「情報
通信技術の活用」が全学的に確認され、学長の念頭所見でも第一に、「学生を基本にすえた
大学づくり」を指摘され、「常に学生の視点に立って物事を考え、学生のための大学改革を
進めてまいります」との決意が表明されております。 
それらをうけて商学部は、他学部に先行して平成 16 年度から前後期両セメスターにおい
て大学ホームページ上から学生による単位履修登録や成績通知が開始されようとしており
ます。しかし、セメスター制度のメリットをさらに拡充し、学生の視点から必要な諸制度
をさらに確立してゆくことが急務であります。その具体的施策の一部として「9 月卒業制度」
と「卒業延期制度」があげられます。それらの利点は、以下のとおりです。 
 
「9 月卒業制度」と「卒業延期制度」実施の利点 
（１）国際交流校への長期留学促進 
4 年半での学部卒業を可能にできることで、4 年次生による長期海外留学動機を刺激
できる 
（２）不本意留年生が 4 年半で卒業可能 
単位不足のため、4 年間で卒業ができず、不本意ながら留年をする学生が、前期セメ
スター開講科目の単位修得のみで、9 月に卒業可能にする機会を与える。 
（３）学生の自主的キャリア形成手段としての卒業延期 
今後の「インターンシップ制度」運用や学生自身の判断によるキャリア形成のため自
主的に 4 年卒業を延期させたいという希望が寄せられている（本年度成績調査に伴
う理由書による）。 
 
 また、「9 月卒業」の機会は、すでに多数の他大学が実施済みであることも申し添えます。 
 
以上 
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平成 14年 1月 8日 
商学部長 大西 勝明 殿 
 
商学部組織検討委員会 
委員長 武田昌之 
 
商学部各種委員会の統廃合ならびに委員選出方法に関する考え方 
 
どんどん増えていく委員会をどのように整理するか、あるいは委員会活動の教
員負担を公平なものにするためにはどのようにしたらよいかについての検討は過
去何回かおこなわれてきた。受験生の減少を受けて今後も委員会の増加傾向は続
きそうであり、また、既存の委員会も新たな事態に対処するための中長期的な方
策を検討する必要性に迫られる。教員負担の平準化については、教員１人あたり
一定数の委員を割り当ててしまうのがその一つの回答である。しかし、委員会が
多くなり過ぎ、開店休業に近い委員会を含み、委員会数は平準化しても実際の仕
事の負担はなかなか平準化してこなかった。 
これらの状況に鑑み、組織検討委員会としては従来の発想を転換しない限り、
抜本的な改善、改革は望めないと考えた。以下はその考え方の骨子である。 
 
１． 教務、入試、自己評価・ＦＤ・広報などの学部の運営に関する事項は大
きく３つの委員会に担当させ、この３つの委員会で「学部の中長期を含
めた運用に関する事項」を審議する。 
２． ３委員会は委員長、副委員長各１名の他、８～１０名の委員で構成する。
委員の任期は２年。毎年半数交代することを原則とする。 
３． ３委員会のどれか一つを担当するものはその他二つの委員会には所属
せず、原則２年の任期中担当する委員会にのみ専念する。 
４． ３委員会の委員から副委員長、委員長になる場合を除き、原則として２
年の任期終了後１年は３委員会の委員とならないものとする。また、委
員２年、副委員長・委員長とあわせて４年連続して３委員会に所属した
者は、その任期終了後２年は３つの委員会の委員とならないものとする。 
５． ３委員会の構成の概略は以下の通り。 
・ 教務委員会：カリキュラム委員会＋学部改革推進委員会 
   カリキュラム委員会は主として次年度のカリキュラムについて担当
してきた。この委員会では２、３年先のカリキュラムまでその責任
範囲とする。 
・ 入試委員会：各入試委員会＋商学部入試改革委員会 
   全学入試委員を含む委員会で、学部の多くの入試を一括して管理し、
さらに中長期の入試方法の検討までその責任範囲とする。 
・ 企画構想委員会：ＦＤ委員会＋自己点検評価委員会＋広報委員会 
   ＦＤを進める側とその結果を評価する側とが一緒であることは本来
の姿ではない。しかし、委員全体の仕事量を減らし、教員負担を軽
減しよという趣旨から、実質的に重なる部分も多い仕事は一括して
行うこととした。 
学部としての広報活動は極めて大切な分野である。しかし、委員
会数を増やさないため、この活動内容も他の２つの委員会と調整し
つつこの委員会の責任範囲とする。また、委員会名が示すように学
部の長期構想に関わる検討事項もこの委員会が担当する。 
６． ３委員会は従来の数多くの委員会を統合する形になるので、仕事量は大
きくなる。したがって、３委員会はそれぞれ統括する責任範囲における
審議の委員会として位置づけ、そこから派生する具体的仕事の分担を３
委員会に所属していない学部教員に求めることができる。 
７． ３委員会は審議の過程で各系列会の意見を求める必要がある場合には、
その招集を学部長を通じて求めることができる。 
８． 以上により、商学部の専任教員の約半数が常時３つの委員会のどれかに
所属し、商学部の運営に関する事項を審議する。委員となった教員は２
年間の任期中は担当する委員としての仕事に専念することになるが、毎
年半数交代を原則とするので、長期的に見れば学部教員の負担は平準化
することが期待される。 
９． ３委員会とこれに関する全学的な委員会との関係は、商学部として全学
委員会への委員を派遣する必要があるし、また、学部自己点検評価委員
会や学部ＦＤ委員会のように学部として設置すべき委員会もある。 
    商学部としては従来通り全学委員を派遣し、学部として設置すべき委
員会の設置を行う。しかし、学部としてはあくまで３委員会の枠組みを
優先し、この３委員会をベースに学部の運営を行うものとする。 
以上 
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商学部各種委員会の編成および委員の構成 
 
1. 商学部教務委員会［カリキュラム委員会・学部改革推進委員会］*  
*以下、［ ］内は整理統合の対象となった旧委員会名 
基本的役割：カリキュラム委員会の業務を継承するとともに、商学部専門カリキ
ュラムに関する中期的政策（2～3 年先まで）の検討を行う. 
委員長   １名（1 期 1 年） 
副委員長  １名（1 期 1 年）  
*委員長と副委員長は、下記の商学系列・会計系列からの委員の中から
交代で就任する. 
委員    10 名（1 期 2 年） 
♦商学系列 6 名〈3 コースから各 2 名.委員長もしくは副委員長を含む〉 
♦会計系列 2 名〈委員長もしくは副委員長を含む〉 
♦一般教養・資格課程科目担当者 2 名 
♦二部教務委員  1 名 
♦二部学生部委員 1 名 
 
2.商学部企画構想委員会［自己点検委員会・FD 委員会・広報委員会］ 
基本的役割：自己点検委員会・FD 委員会・広報委員会の業務を継承する
とともに、商学部の長期構想に関わる検討事項を協議する. 
委員長  1 名（１期 1 年） 
副委員長 1 名（１期 1 年） 
委員   10 名（1 期 2 年） 
♦商学部自己点検評価実施委員会 
 ・委員長 1 名 
 ・委員  2 名 
♦自己点検評価運営委員（全学） 1 名（１期 2 年） 
♦商学部 FD 委員会 
・委員長 1 名 
・委員  3 名 
♦全学 FD 委員会委員 2 名 
平成14年2月11日 
 
 
商学部長 大西 勝明 殿 
 
 
商学部組織検討委員会 
委員長 武田 昌之 
 
 
商学部各種委員会の統廃合ならびに委員選出方法について 
 
 
商学部組織検討委員会は、学部長の諮問により、商学部各種委員会の整理統
合とその委員の選出方法について協議した結果、別紙のような教授会申し合わ
せを行うことで合意に達しました。また、そこに示された各種委員会運営の前
提となる「商学部教務委員会」と「商学部系列会」の設置・運営に必要な申し
合わせ事項、さらに委員選出の原則を示した「補則」について協議し、これら
に関しても教授会申し合わせを行うべきであるという合意に達しましたので、
併せてご報告いたします。 
 
 
以上 
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3.商学部入学試験委員会 
基本的役割：従来独立して設置されていた編入学試験・推薦入学試験・留
学生帰国子女入学試験・スポーツ推薦試験・二部特別入学試
験・入試改革委員会を一つに統合し、実施に関する事柄とと
もに、入学試験制度の中長期構想を協議する. 
委員長  1 名（１期 1 年） 
副委員長 1 名（１期 1 年） 
♦全学入学試験委員会委員 2 名（１期 2 年） 
委員  6 名（１期 2 年） 
 
＊以上の三委員会の委員長以下の任期については、本申し合わせが施行
される初年度に限り1年任期委員と2年任期委員とをそれぞれ半数と
する．原則として2年目以降は毎年半数交代とし、継続性を維持する． 
 
 
4.全学委員会関係委員（一般） 
① 学生部委員会委員    3 名  1 期 1 年（毎年半数交代） 
② 二部学生部委員     2 名  1 期 1 年（毎年半数交代） 
③ 二部教務委員会委員   3 名  1 期 2 年（毎年半数交代） 
④ 教員資格審査委員会委員 3 名  1 期 1 年（毎年半数交代） 
⑤ 就職指導委員会委員   3 名  1 期 1 年（毎年半数交代） 
⑥ 体育部委員会委員    2 名  1 期 1 年（教授会選出 1 名学部長           
推薦 1 名.毎年半数交代） 
⑦ 国際交流センター委員会委員・国際交流センター運営委員会委員   
4 名  1 期 2 年（毎年半数交代） 
⑧ 図書館委員会委員  3 名     1 期 1 年 （毎年半数交代） 
⑨ ｾｸｼｭｱﾙ･ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止委員会委員   1 名 1 期 2 年 （毎年半数交代） 
⑩ 障害学生支援推進委員会委員   2 名 1 期 2 年 （毎年半数交代） 
⑪ 出版企画委員会委員       1 名 1 期 2 年 
⑫ 全学ＨＰ委員会委員       1 名 1 期 2 年 
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5.全学委員会関係委員（特定）［特定の教員のみ担当可能な委員］ 
① 教養教務委員会委員  人数不定 
② 教職課程協議会委員  人数不定 
③ 学生相談室委員    2 名 
④ 情報科学センター運営委員会委員  2 名  1 期 2 年 
⑤ 情報科学センター員  2 名 
⑥ ヒーブ指導委員    人数不定 
⑦ LL 研究室運営委員   2 名 
⑧ 入学試験出題者    人数不定 
 
6.学部内委員（一般） 
① 人事委員会     8 名  
② 奨学生選考委員会 ［一部・二部学生部委員兼務］ 
③ 2 種奨学生選考委員 ［一部・二部学生部委員兼務］ 
 
7.学部内委員（特定） 
① 簿記講座担当者   4 名 
② ゼミ連指導委員   1 名 
③ 研究室世話人    2 名 
 
8.商学部運営懇談会 
基本的役割：教授会の運営のために、学部長の招集により、各種委員会の
調整と情報の集約を行う． 
なお、上記各種委員の選出については、本懇談会における意
向を参考にして学部長が委嘱する． 
構成員  
・学部長 
・商学部教務委員会代表 
・商学部企画構想委員会代表 
・商学部入学試験委員会代表 
・学部長推薦者（若干名） 
以上 
116
 - 5 -
 
商学部教務委員会の設置 
 
 
商学部教務委員会は、委員の合意に基づいて教授会に提案をおこなう学部内
の委員会とし、教務委員長の招集により、随時開催される。 
 
1.教務委員会の取り扱う事項 
(1) 学科課程に関すること（科目新設・単位認定に関する事柄を含む）. 
(2) 授業計画に関すること（授業担当者・履修要領・講義概要の編集・時間
割・カリキュラム編成・特別設置授業に関する事柄を含む）. 
(3) ゼミナールの運営に関すること. 
(4) 試験に関すること. 
(5) 入学・進級に関すること. 
(6) 留学生の処遇に関すること. 
(7) 中長期構想に関すること. 
(8) その他教務に関すること. 
 
2.委員会の構成 
(1) 教務委員長は、各系列の意向を配慮して学部長が任命する。 
(2) 教務委員は、各系列の意向を配慮して学部長が任命する。 
なお、各系列とは「系列会の構成に関する商学部教授会申し合わせ事項」
に示される「商学系列」・「会計系列」・「教養・資格課程系列」の 3 系列会
をいう。 
 
 
以上 
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商学部系列会の設置 
 
 
1. 商学部に「商学系列」・「会計系列」・「教養・資格課程系列」を置く。 
 
2. 各系列は学部学生の教育上必要な以下の事柄を協議し、その合意事項を商学
部教務委員会に提案することができる。 
(1) 系列の課程に関すること. 
(2) 系列の授業計画に関すること. 
 
3.各系列は学部教育に関わる事項を協議し、その結果をしかるべき学部内機関
に提案することができる。 
 
4.「商学系列」と「会計系列」は、それぞれの系列の人事について協議し、そ
の合意を学部長に提案することができる。 
 
5.系列会の構成および開催について 
(1) 系列会においては、参加する教員が議題に応じて適宜交代で座長を務
める。 
(2) 系列会は学部長が開催する。 
 
 
以上 
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商学部各種委員会の統廃合および委員選出方法に関する補則 
 
 
商学部各種委員会の運営および委員選出については、原則とし
て以下のような方針で行うものとする。 
 
１．  教員は、商学部教務委員会、商学部企画構想委員会、商学部入学試
験委員会（以下３委員会と略記）について、二つ以上は同時に所属し
ない。 
 
２．  教員は、３委員会の委員から副委員長、委員長になる場合を除き、
２年の任期終了後１年は３委員会の委員とならないものとする。また、
委員２年、副委員長・委員長とあわせて４年連続して３委員会に所属
した者は、その任期終了後２年は３つの委員会の委員とならないもの
とする。 
 
３．  ３委員会はそれぞれ統括する責任範囲における事項を審議する委
員会であって、そこから派生する具体的仕事の分担を、適宜学部長を
通じて学部教員に求めることができる。 
 
４．  ３委員会は、審議の過程で各系列会の意見を求める必要がある場合
には、その招集を学部長を通じて求めることができる。 
 
 
 
以上 
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科
目
重
視
の
3 区
分
〕
公
募
制
推
薦
入
学
試
験
の
推
薦
基
準
を
変
更
。
外
国
人
留
学
生
入
学
試
験
の
選
考
方
法
を
変
更
（
日
本
留
学
試
験
を
利
用
）。
「
有
職
者
優
先
入
学
試
験
」
を
「
有
職
者
入
学
試
験
」
に
名
称
変
更
。
「
K
S
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
入
学
試
験
」
実
施
〔
面
接
〕
平
成
16
年
度
会
計
学
科
「
B
方
式
（
得
意
科
目
重
視
）」
を
導
入
平
成
17
年
度
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
試
験
利
用
後
期
入
学
試
験
実
施
平
成
18
年
度
商
業
学
科
を
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
学
科
に
名
称
変
更
。
一
般
前
期
入
学
試
験
「
A
S
方
式
（
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
試
験
併
用
）」
を
導
入
。
商
業
学
科
を
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
学
科
に
名
称
変
更
。「
有
職
者
入
学
試
験
」
「
社
会
人
入
学
試
験
」
の
選
考
方
法
を
変
更
〔
書
類
審
査
・
面
接
〕
平
成
19
年
度
一
般
前
期
入
学
試
験
に
「
全
学
部
試
験
（
現
在
の
全
学
部
統
一
入
学
試
験
）」
を
導
入
。
※
従
来
の
試
験
は
「
学
部
個
別
試
験
（
現
在
の
学
部
個
別
入
学
試
験
）」
外
国
人
留
学
生
入
学
試
験
の
選
考
方
法
の
変
更
（
日
本
留
学
生
試
験
利
用
に
独
自
試
験
〔
小
論
文
(日
本
語
)・
面
接
〕
を
追
加
）
平
成
20
年
度
「
二
部
ス
カ
ラ
シ
ッ
プ
入
学
試
験
」
を
導
入
〔
書
類
審
査
・
小
論
文
・
面
接
〕
平
成
21
年
度
帰
国
生
入
学
試
験
を
廃
止
平
成
23
年
度
「
自
己
推
薦
入
学
試
験
」
の
選
考
方
法
を
変
更
〔
書
類
審
査
・
作
文
・
面
接
〕
平
成
24
年
度
公
募
制
推
薦
入
学
試
験
の
出
願
資
格
に
定
時
制
高
校
を
追
加
。
全
国
商
業
高
等
学
校
長
協
会
推
薦
入
学
試
験
を
導
入
。
平
成
25
年
度
大
学
入
試
セ
ン
タ
ー
試
験
利
用
後
期
入
学
試
験
の
利
用
科
目
変
更
(4
科
目
→
3 科
目
)
（
出
所
：
専
修
大
学
入
学
セ
ン
タ
ー
。
年
度
は
入
試
年
度
）
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商学部設置申請時における専門科目担当者（昭和39年）
担当科目 氏名 職名
専任・兼任
・兼担
兼任・兼担の専任職名・担当学科目
配給論（市場論） 出牛正芳 講師 兼担 専修大学講師（商品学・マーケツテング論）
貿易論 津田　昇 教授 専任
商業概論 桐田尚作 教授 専任
商業経済論 上林正短 教授 専任
簿記原理 沢田　武 教授 専任
会計学原理 大塚　光 教授 専任
原価計算 吉川義弘 教授 専任
商品学 青木弘明 講師 専任
金融論 今田治弥 教授 専任
監査論 檜田信男 助教授 専任
交通論 池田博行 助教授 専任
保険論 相馬勝夫 教授 専任
日本経済史 加藤幸三郎 講師 専任
マーケツテング論 山下文明 講師 専任
簿記 小澤康人 講師 専任
税務会計 石渡　績 教授 専任
統計学総論 萩原　稔 助教授 専任
国際経済論 森田桐郎 講師 専任
一般商業史 森下澄男 教授 兼担 専修大学教授（商学部二部）一般商業史
商業英語 中村新吾 教授 兼担 専修大学教授（商学部二部）コレスポンデンス
簿記 伊藤重雄 助教授 兼担 専修大学助教授（商学部二部）簿記
銀行簿記 栗原元一 教授 兼担 専修大学教授（商学部二部）銀行簿記
商業経営論 木村喜一郎 教授 兼担 専修大学教授（商学部二部）経営学
商法Ⅰ・Ⅱ 小西基弘 講師 兼担 専修大学講師（商学部二部）商法
経済原論 内田義彦 教授 兼担 専修大学教授経済学史
経済政策 小林義雄 教授 兼担 専修大学教授経済政策
商品化学検査 斉藤正一郎 教授 兼担 専修大学教授化学
証券市場論 栂井義雄 教授 兼担 専修大学教授取引所論
中小企業論 中村秀一郎 教授 兼担 専修大学教授経済政策・中小企業論
商業立地論 江沢譲爾 教授 兼担 専修大学教授経済原論・経済立地論
経営財務論 柘植敏治 講師 兼担 専修大学講師経営財務論
商業数学 笹井昭孝 教授 兼担 専修大学教授数学・商業数学
経営分析 井下武厚 助教授 兼担 専修大学助教授経営分析
財政学総論 七海吉郎 教授 兼担 専修大学教授財政学
民法Ⅰ・Ⅱ 泉　久雄 教授 兼担 専修大学教授民法総則・親族相続
憲法 隅野隆徳 講師 兼担 専修大学講師憲法
国際法 池田文雄 助教授 兼担 専修大学助教授国際法・航空法
商業実務・珠算 奥村恒雄 教授 兼担 専修大学教授商業科教育法・商業実務・珠算
時事英語 貴島克巳 教授 兼担 専修大学教授時事英語
経営学総論 柳川　昇 講師 兼任 東京大学教授経営学
倉庫論 松本　清 講師 兼任 日本倉庫協会兼務部長
国際金融論 富塚文太郎 講師 兼任 （財）国民経済研究協会主任研究員
協同組合論 三輪昌男 講師 兼任 （財）協同組合経営研究所研究員
経営労務論 高木茂木 講師 兼任 埼玉大学教授労務管理
広告論 杉山　進 講師 兼任 （株）電通連絡部長
簿記 紺野俊雄 講師 兼任 愛知大学教授
会計監査論 田島四郎 講師 兼任 横浜市立大学教授
簿記 茂木虎雄 講師 兼任 立教大学助教授簿記
産業技術論 奥村正二 講師 兼任 奥村特許事務所長
（『専修大学商学部設置申請書』より作成）
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商学部志願者数・入学者数の推移（1965年～2013年）
西暦 元号 志願者数 入学者数
商業学科
男子
商業学科
女子
商業学科
合計
会計学科
男子
会計学科
女子
会計学科
合計
商学部
合計
商業学科 会計学科
商学部
合計
1965 昭和40 － － － － － － 1,672 － － －
1966 　　41 － － － － － － 3,115 － － －
1967 　　42 － － － － － － 3,376 － － －
1968 　　43 － － 2,130 － － 906 3,036 － － －
1969 　　44 － － 2,659 － － 1,412 4,071 － － －
1970 　　45 3,295 41 3,336 1,488 87 1,575 4,911 － － －
1971 　　46 2,008 49 2,057 1,264 106 1,370 3,427 － － －
1972 　　47 3,203 78 3,281 1,305 162 1,467 4,748 509 239 748
1973 　　48 3,123 97 3,220 1,294 153 1,447 4,667 544 241 785
1974 　　49 3,021 138 3,159 1,519 191 1,710 4,869 685 197 882
1975 　　50 7,228 295 7,523 2,053 274 2,327 9,850 832 201 1,033
1976 　　51 6,312 224 6,536 2,009 262 2,271 8,807 － － －
1977 　　52 6,846 323 7,169 1,571 231 1,802 8,971 － － －
1978 　　53 9,640 363 10,003 2,574 290 2,864 12,867 － － －
1979 　　54 7,681 321 8,002 2,226 270 2,496 10,498 － － －
1980 　　55 7,298 340 7,638 1,790 215 2,005 9,643 857 142 999
1981 　　56 6,189 253 6,442 1,814 224 2,038 8,480 791 171 962
1982 　　57 8,580 307 8,887 2,171 228 2,399 11,286 721 180 901
1983 　　58 7,086 236 7,322 2,581 244 2,825 10,147 716 186 902
1984 　　59 7,136 327 7,463 1,663 193 1,856 9,319 765 266 1,031
1985 　　60 5,649 275 5,924 1,759 219 1,978 7,902 737 183 920
1986 　　61 6,510 354 6,864 2,870 337 3,207 10,071 731 189 920
1987 　　62 6,598 425 7,023 2,092 293 2,385 9,408 892 289 1,181
1988 　　63 6,797 462 7,259 2,843 413 3,256 10,515 798 212 1,010
1989 平成元 7,316 555 7,871 2,258 379 2,637 10,508 797 209 1,006
1990 　　2 8,119 728 8,847 2,221 373 2,594 11,441 737 242 979
1991 　　3 5,777 577 6,354 2,758 423 3,181 9,535 797 237 1,034
1992 　　4 8,862 771 9,633 3,686 521 4,207 13,840 770 197 967
1993 　　5 6,780 784 7,564 1,834 313 2,147 9,711 791 241 1,032
1994 　　6 4,797 700 5,497 2,110 449 2,559 8,056 704 242 946
1995 　　7 5,004 682 5,686 1,279 318 1,597 7,283 785 272 1,057
1996 　　8 8,157 1,091 9,248 2,048 514 2,562 11,810 788 248 1,036
1997 　　9 3,251 521 3,772 1,890 448 2,338 6,110 865 159 1,024
1998 　　10 4,267 758 5,025 1,181 299 1,480 6,505 909 333 1,242
1999 　　11 5,334 1,050 6,384 963 280 1,243 7,627 725 212 937
2000 　　12 4,558 769 5,327 1,087 341 1,428 6,755 711 220 931
2001 　　13 2,734 767 3,501 1,020 397 1,417 4,918 738 237 975
2002 　　14 2,952 947 3,899 1,154 540 1,694 5,593 703 245 948
2003 　　15 2,764 727 3,491 1,052 395 1,447 4,938 558 224 782
2004 　　16 2,458 659 3,117 1,143 424 1,567 4,684 538 223 761
2005 　　17 2,716 722 3,438 1,317 504 1,821 5,259 538 230 768
2006 　　18 2,192 776 2,968 1,182 435 1,617 4,585 558 231 789
2007 　　19 2,393 1,003 3,396 1,065 392 1,457 4,853 567 238 805
2008 　　20 2,417 1,049 3,466 1,250 435 1,685 5,151 616 235 851
2009 　　21 2,330 1,223 3,553 1,012 437 1,449 5,002 557 242 799
2010 　　22 2,348 1,170 3,518 1,146 479 1,625 5,143 526 258 784
2011 　　23 2,188 1,274 3,462 924 457 1,381 4,843 525 281 806
2012 　　24 2,319 1,453 3,772 1,344 535 1,879 5,651 488 227 715
2013 　　25 2,317 1,413 3,730 1,355 615 1,970 5,700 529 244 773
（各年度『専修大学年報』より作成。平成18年度、商業学科はマーケティング学科に名称変更）
統計4
商
学
部
（
一
部
・
二
部
）
入
学
定
員
・
収
容
定
員
・
1 年
次
生
数
・
学
生
数
の
推
移
（
19
66
年
～
20
13
年
）
西
暦
元
号
商
学
部
商
業
学
科
（
1 部
）
商
学
部
会
計
学
科
（
1 部
）
商
学
部
（
1 部
）
合
計
商
学
部
（
2 部
）
商
学
部
（
1 部
・
2 部
）
入
学
定
員
1 年
次
生
数
収
容
定
員
学
生
数
入
学
定
員
1 年
次
生
数
収
容
定
員
学
生
数
入
学
定
員
1 年
次
生
数
収
容
定
員
学
生
数
入
学
定
員
1 年
次
生
数
収
容
定
員
学
生
数
入
学
定
員
学
生
総
数
19
65
昭
和
40
30
0
30
0
1 ,
20
0
15
0
60
0
1 ,
80
0
19
66
　
　
41
30
0
30
0
1 ,
20
0
15
0
60
0
1 ,
80
0
19
67
　
　
42
30
0
30
0
1 ,
20
0
15
0
60
0
1 ,
80
0
19
68
　
　
43
20
0
10
0
30
0
1 ,
20
0
15
0
60
0
1 ,
80
0
19
69
　
　
44
20
0
10
0
30
0
1 ,
20
0
15
0
60
0
1 ,
80
0
19
70
　
　
45
20
0
10
0
30
0
1 ,
20
0
15
0
60
0
1 ,
80
0
19
71
　
　
46
20
0
10
0
30
0
1 ,
20
0
15
0
60
0
1 ,
80
0
19
72
　
　
47
20
0
78
6 （
14
）
2 ,
71
2 （
51
）
10
0
27
5 （
34
）
1 ,
05
2 （
91
）
30
0
1 ,
06
1 （
48
）
1 ,
20
0
3 ,
76
4 （
14
2 ）
15
0
70 （
1 ）
60
0
63
1 （
30
）
1 ,
80
0
4 ,
39
5 （
17
2 ）
19
73
　
　
48
30
0
80
1 （
15
）
1 ,
20
0
3 ,
01
6 （
49
）
10
0
26
8 （
29
）
40
0
1 ,
07
7 （
11
2 ）
40
0
1 ,
06
9 （
44
）
1 ,
60
0
4 ,
09
3 （
16
1 ）
15
0
65 （
5 ）
60
0
46
5 （
21
）
2 ,
20
0
4 ,
55
8 （
18
2 ）
19
74
　
　
49
30
0
97
0 （
39
）
1 ,
20
0
3 ,
21
9 （
91
）
10
0
21
0 （
27
）
40
0
1 ,
03
2 （
12
7 ）
40
0
1 ,
18
0 （
66
）
1 ,
60
0
4 ,
25
1 （
21
8 ）
15
0
19
0 （
3 ）
60
0
47
0 （
10
）
2 ,
20
0
4 ,
72
1 （
22
8 ）
19
75
　
　
50
30
0
87
0 （
36
）
1 ,
20
0
3 ,
33
0 （
10
4 ）
10
0
20
6 （
22
）
40
0
96
6 （
11
9 ）
40
0
1 ,
07
6 （
58
）
1 ,
60
0
4 ,
29
6 （
22
3 ）
15
0
17
7 （
14
）
60
0
50
5 （
23
）
2 ,
20
0
4 ,
80
1 （
24
6 ）
19
76
　
　
51
40
0
1 ,
17
1 （
42
）
1 ,
30
0
3 ,
73
7 （
13
7 ）
10
0
20
5 （
18
）
40
0
90
8 （
97
）
50
0
1 ,
37
6 （
60
）
1 ,
70
0
4 ,
64
5 （
23
4 ）
15
0
15
4 （
3 ）
60
0
53
6 （
21
）
2 ,
30
0
5 ,
18
1 （
25
5 ）
19
77
　
　
52
40
0
86
9 （
36
）
1 ,
60
0
3 ,
79
3 （
15
5 ）
10
0
19
5 （
26
）
40
0
84
9 （
95
）
50
0
1 ,
06
4 （
62
）
2 ,
00
0
4 ,
64
2 （
25
0 ）
15
0
17
6 （
9 ）
60
0
61
3 （
28
）
2 ,
60
0
5 ,
25
5 （
27
8 ）
19
78
　
　
53
50
0
90
9 （
39
）
1 ,
60
0
3 ,
76
7 （
16
1 ）
10
0
15
2 （
15
）
40
0
78
0 （
81
）
60
0
1 ,
06
1 （
54
）
2 ,
00
0
4 ,
54
7 （
24
2 ）
15
0
16
9 （
7 ）
60
0
59
5 （
25
）
2 ,
60
0
5 ,
14
2 （
26
7 ）
19
79
　
　
54
50
0
1 ,
07
7 （
66
）
1 ,
80
0
3 ,
89
0 （
18
2 ）
10
0
13
5 （
12
）
40
0
70
7 （
73
）
60
0
1 ,
21
2 （
78
）
2 ,
20
0
4 ,
59
7 （
25
5 ）
15
0
17
5 （
10
）
60
0
61
6 （
23
）
2 ,
80
0
5 ,
21
3 （
27
8 ）
19
80
　
　
55
50
0
92
7 （
63
）
1 ,
90
0
3 ,
65
9 （
19
9 ）
10
0
14
3 （
18
）
40
0
64
5 （
74
）
60
0
1 ,
07
0 （
81
）
2 ,
30
0
4 ,
30
4 （
27
3 ）
15
0
19
4 （
6 ）
60
0
65
7 （
25
）
2 ,
90
0
4 ,
96
1 （
29
8 ）
19
81
　
　
56
50
0
81
7 （
42
）
2 ,
00
0
3 ,
65
5 （
20
1 ）
15
0
16
6 （
22
）
45
0
61
0 （
68
）
65
0
98
3 （
64
）
2 ,
45
0
4 ,
26
5 （
26
9 ）
15
0
18
7 （
5 ）
60
0
68
6 （
23
）
3 ,
05
0
4 ,
95
1 （
29
2 ）
19
82
　
　
57
50
0
71
0 （
46
）
2 ,
00
0
3 ,
48
8 （
21
2 ）
15
0
17
8 （
12
）
50
0
63
2 （
64
）
65
0
88
8 （
58
）
2 ,
50
0
4 ,
12
0 （
27
6 ）
15
0
19
0 （
7 ）
60
0
71
0 （
24
）
3 ,
10
0
4 ,
83
0 （
30
0 ）
19
83
　
　
58
50
0
71
4 （
48
）
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00
0
3 ,
22
5 （
19
8 ）
15
0
17
8 （
13
）
55
0
67
2 （
63
）
65
0
89
2 （
61
）
2 ,
55
0
3 ,
89
7 （
26
1 ）
15
0
19
4 （
9 ）
60
0
71
7 （
26
）
3 ,
15
0
4 ,
61
4 （
28
7 ）
19
84
　
　
59
50
0
74
5 （
49
）
2 ,
00
0
3 ,
09
8 （
18
7 ）
15
0
26
1 （
40
）
60
0
79
2 （
85
）
65
0
1 ,
00
6 （
89
）
2 ,
60
0
3 ,
89
0 （
27
2 ）
15
0
21
9 （
5 ）
60
0
73
9 （
25
）
3 ,
20
0
4 ,
62
9 （
29
7 ）
19
85
　
　
60
50
0
72
4 （
56
）
2 ,
00
0
3 ,
05
5 （
19
9 ）
15
0
17
9 （
30
）
60
0
80
3 （
92
）
65
0
90
3 （
86
）
2 ,
60
0
3 ,
85
8 （
29
1 ）
15
0
20
4 （
8 ）
60
0
72
6 （
27
）
3 ,
20
0
4 ,
58
4 （
31
8 ）
19
86
　
　
61
65
0 （
50
）
72
4 （
78
）
2 ,
15
0
3 ,
06
1 （
23
2 ）
20
0 （
50
）
18
3 （
26
）
65
0
81
3 （
10
7 ）
85
0 （
10
0 ）
90
7 （
10
4 ）
2 ,
80
0
3 ,
87
4 （
33
9 ）
15
0
21
0 （
17
）
60
0
77
6 （
23
）
3 ,
40
0
4 ,
65
0 （
36
2 ）
19
87
　
　
62
65
0 （
50
）
86
8 （
88
）
2 ,
30
0
3 ,
19
8 （
27
1 ）
20
0 （
50
）
28
1 （
46
）
70
0
92
0 （
13
9 ）
85
0 （
10
0 ）
1 ,
14
9 （
13
4 ）
3 ,
00
0
4 ,
11
8 （
41
0 ）
15
0
20
7 （
19
）
60
0
79
4 （
49
）
3 ,
60
0
4 ,
91
2 （
45
9 ）
19
88
　
　
63
65
0 （
50
）
78
3 （
71
）
2 ,
45
0
3 ,
23
1 （
29
3 ）
20
0 （
50
）
20
9 （
45
）
75
0
87
5 （
14
5 ）
85
0 （
10
0 ）
99
2 （
11
6 ）
3 ,
20
0
4 ,
10
6 （
43
8 ）
15
0
21
1 （
27
）
60
0
81
3 （
68
）
3 ,
80
0
4 ,
91
9 （
50
6 ）
19
89
平
成
元
65
0 （
50
）
79
5 （
85
）
2 ,
60
0
3 ,
33
6 （
32
4 ）
20
0 （
50
）
20
9 （
33
）
80
0
91
7 （
15
7 ）
85
0 （
10
0 ）
1 ,
00
4 （
11
8 ）
3 ,
40
0
4 ,
25
3 （
48
1 ）
15
0
22
2 （
24
）
60
0
85
5 （
82
）
4 ,
00
0
5 ,
10
8 （
56
3 ）
19
90
　
　
2
65
0 （
50
）
73
3 （
10
3 ）
2 ,
60
0
3 ,
34
4 （
35
1 ）
20
0 （
50
）
24
2 （
45
）
80
0
96
7 （
17
3 ）
85
0 （
10
0 ）
97
5 （
14
8 ）
3 ,
40
0
4 ,
31
1 （
52
4 ）
15
0
21
1 （
35
）
60
0
85
5 （
98
）
4 ,
00
0
5 ,
16
6 （
62
2 ）
19
91
　
　
3
65
0 （
50
）
78
9 （
14
4 ）
2 ,
60
0
3 ,
31
2 （
40
9 ）
20
0 （
50
）
23
7 （
49
）
80
0
93
5 （
17
1 ）
85
0 （
10
0 ）
1 ,
02
6 （
19
3 ）
3 ,
40
0
4 ,
24
7 （
58
0 ）
15
0
20
9 （
35
）
60
0
85
6 （
11
7 ）
4 ,
00
0
5 ,
10
3 （
69
7 ）
19
92
　
　
4
65
0 （
50
）
76
5 （
11
7 ）
2 ,
60
0
3 ,
24
8 （
33
9 ）
20
0 （
50
）
19
4 （
46
）
80
0
92
1 （
17
4 ）
85
0 （
10
0 ）
95
9 （
16
3 ）
3 ,
40
0
4 ,
16
9 （
51
3 ）
15
0
21
5 （
50
）
60
0
87
0 （
14
0 ）
4 ,
00
0
5 ,
03
9 （
65
3 ）
19
93
　
　
5
65
0 （
50
）
78
2 （
14
2 ）
2 ,
60
0
3 ,
22
6 （
50
9 ）
20
0 （
50
）
23
5 （
34
）
80
0
95
1 （
18
2 ）
85
0 （
10
0 ）
1 ,
01
7 （
17
6 ）
3 ,
40
0
4 ,
17
7 （
69
1 ）
15
0
18
5 （
27
）
60
0
84
1 （
14
5 ）
4 ,
00
0
5 ,
01
8 （
83
6 ）
19
94
　
　
6
65
0 （
50
）
70
7 （
13
2 ）
2 ,
60
0
3 ,
20
9 （
53
8 ）
20
0 （
50
）
24
1 （
56
）
80
0
93
4 （
19
2 ）
85
0 （
10
0 ）
94
8 （
18
8 ）
3 ,
40
0
4 ,
14
3 （
73
0 ）
15
0
25
9 （
33
）
60
0
89
4 （
14
0 ）
4 ,
00
0
5 ,
03
7 （
87
0 ）
19
95
　
　
7
65
0 （
50
）
77
6 （
16
2 ）
2 ,
60
0
3 ,
20
1 （
55
8 ）
20
0 （
50
）
26
7 （
61
）
80
0
98
3 （
20
4 ）
85
0 （
10
0 ）
1 ,
04
3 （
22
3 ）
3 ,
40
0
4 ,
18
4 （
76
2 ）
15
0
17
6 （
20
）
60
0
82
9 （
12
1 ）
4 ,
00
0
5 ,
01
3 （
88
3 ）
19
96
　
　
8
65
0 （
50
）
77
2 （
15
0 ）
2 ,
60
0
3 ,
17
5 （
58
9 ）
20
0 （
50
）
24
2 （
76
）
80
0
1 ,
01
8 （
23
3 ）
85
0 （
10
0 ）
1 ,
01
4 （
22
6 ）
3 ,
40
0
4 ,
19
3 （
82
2 ）
15
0
20
9 （
76
）
60
0
82
6 （
10
6 ）
4 ,
00
0
5 ,
01
9 （
92
8 ）
19
97
　
　
9
65
0 （
50
）
85
6 （
19
8 ）
2 ,
60
0
3 ,
26
5 （
64
1 ）
20
0 （
50
）
15
2 （
40
）
80
0
93
9 （
23
7 ）
85
0 （
10
0 ）
1 ,
00
8 （
23
8 ）
3 ,
40
0
4 ,
20
4 （
87
8 ）
15
0
19
2 （
18
）
60
0
83
1 （
96
）
4 ,
00
0
5 ,
03
5 （
97
4 ）
19
98
　
　
10
65
0 （
50
）
89
9 （
20
6 ）
2 ,
60
0
3 ,
44
3 （
71
2 ）
20
0 （
50
）
32
7 （
82
）
80
0
1 ,
01
3 （
25
8 ）
85
0 （
10
0 ）
1 ,
22
6 （
28
8 ）
3 ,
40
0
4 ,
45
6 （
97
0 ）
15
0
14
6 （
27
）
60
0
73
2 （
95
）
4 ,
00
0
5 ,
18
8 （
1 ,
06
5 ）
19
99
　
　
11
65
0 （
50
）
71
8 （
16
6 ）
2 ,
60
0
3 ,
37
5 （
71
8 ）
20
0 （
50
）
20
9 （
66
）
80
0
98
6 （
26
9 ）
85
0 （
10
0 ）
92
7 （
23
2 ）
3 ,
40
0
4 ,
36
1 （
98
7 ）
15
0
12
8 （
21
）
60
0
67
2 （
94
）
4 ,
00
0
5 ,
03
3 （
1 ,
08
1 ）
20
00
　
　
12
64
0 （
40
）
70
6 （
15
7 ）
2 ,
59
0
3 ,
35
2 （
73
1 ）
20
0
21
6 （
80
）
80
0
95
8 （
17
5 ）
84
0 （
40
）
92
2 （
23
7 ）
3 ,
39
0
4 ,
31
0 （
90
6 ）
15
0
11
5 （
25
）
60
0
57
9 （
85
）
3 ,
99
0
4 ,
88
9 （
99
1 ）
20
01
　
　
13
59
0 （
30
）
73
5 （
20
0 ）
2 ,
53
0
3 ,
24
2 （
73
0 ）
20
0
23
4 （
84
）
80
0
1 ,
01
2 （
31
5 ）
79
0 （
30
）
96
9 （
28
4 ）
3 ,
33
0
4 ,
25
4 （
1 ,
04
5 ）
15
0
16
0 （
38
）
60
0
54
6 （
10
7 ）
3 ,
93
0
4 ,
80
0 （
1 ,
15
2 ）
20
02
　
　
14
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0 （
20
）
70
5 （
20
1 ）
2 ,
46
0
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03
8 （
71
8 ）
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0
24
3 （
96
）
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95
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0 （
20
）
94
8 （
29
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26
0
3 ,
99
0 （
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15
0
13
7 （
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）
60
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11
4 ）
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86
0
4 ,
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15
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20
03
　
　
15
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0 （
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）
56
2 （
12
6 ）
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29
0
2 ,
84
1 （
68
0 ）
20
0
22
5 （
77
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9 （
33
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68
0 （
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）
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7 （
20
3 ）
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09
0
3 ,
79
0 （
1 ,
01
2 ）
15
0
16
6 （
24
）
60
0
55
4 （
11
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69
0
4 ,
34
4 （
1 ,
12
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20
04
　
　
16
47
0
54
0 （
12
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0
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30
4 ）
2 ,
68
0
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0 ）
15
0
19
1 （
48
）
60
0
71
6 （
13
4 ）
3 ,
28
0
4 ,
16
8 （
1 ,
24
4 ）
20
10
　
　
22
44
0
52
7 （
21
9 ）
1 ,
85
0
2 ,
44
6 （
87
0 ）
22
0
26
1 （
94
）
82
0
1 ,
02
7 （
33
6 ）
66
0
78
8 （
31
3 ）
2 ,
67
0
3 ,
47
3 （
1 ,
20
6 ）
10
0
12
4 （
44
）
55
0
66
7 （
13
2 ）
3 ,
22
0
4 ,
14
0 （
1 ,
33
8 ）
20
11
　
　
23
44
0
52
8 （
22
0 ）
1 ,
82
0
2 ,
38
8 （
90
5 ）
22
0
28
1 （
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2 ）
84
0
1 ,
07
8 （
36
3 ）
66
0
80
9 （
32
2 ）
2 ,
66
0
3 ,
46
6 （
1 ,
26
8 ）
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0
11
6 （
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）
50
0
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2 （
13
8 ）
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16
0
4 ,
07
8 （
1 ,
40
6 ）
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12
　
　
24
44
0
49
0 （
20
8 ）
1 ,
79
0
2 ,
22
4 （
88
0 ）
22
0
22
9 （
83
）
86
0
1 ,
06
1 （
36
5 ）
66
0
71
9 （
29
1 ）
2 ,
65
0
3 ,
28
5 （
1 ,
24
5 ）
10
0
12
5 （
37
）
45
0
56
1 （
14
6 ）
3 ,
10
0
3 ,
84
6 （
1 ,
39
1 ）
20
13
　
　
25
44
0
53
0 （
24
1 ）
1 ,
76
0
2 ,
18
6 （
89
8 ）
22
0
24
6 （
10
2 ）
88
0
1 ,
04
9 （
37
7 ）
66
0
77
6 （
34
3 ）
2 ,
64
0
3 ,
23
5 （
1 ,
27
5 ）
10
0
12
4 （
39
）
40
0
52
0 （
14
9 ）
3 ,
04
0
3 ,
75
5 （
1 ,
42
4 ）
（
各
年
度
『
専
修
大
学
年
報
』
よ
り
作
成
。
1 年
次
生
数
に
つ
い
て
は
昭
和
47
年
度
・
同
48
年
度
は
年
度
末
の
数
値
、
昭
和
49
年
度
以
降
は
各
年
度
5 月
1 日
現
在
の
数
値
。
括
弧
内
の
数
値
は
女
子
。
平
成
18
年
度
に
商
業
学
科
は
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
学
科
に
名
称
変
更
）
統計5
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留
学
生
（
正
規
留
学
生
・
大
学
院
生
・
特
別
聴
講
生
）
の
推
移
　（
20
03
年
～
20
15
年
）
国
　
　
籍
平
成
15
年
平
成
16
年
平
成
17
年
平
成
18
年
平
成
19
年
平
成
20
年
平
成
21
年
平
成
22
年
平
成
23
年
平
成
24
年
平
成
25
年
平
成
26
年
平
成
27
年
20
03
年
20
04
年
20
05
年
20
06
年
20
07
年
20
08
年
20
09
年
20
10
年
20
11
年
20
12
年
20
13
年
20
14
年
20
15
年
学
院
特
学
院
特
学
院
特
学
院
特
学
院
特
学
院
特
学
院
特
学
院
特
学
院
特
学
院
特
学
院
特
学
院
特
学
院
特
中
国
20
9
4
16
8
1
21
13
10
10
4
6
9
5
2
10
7
2
16
8
13
3
3
20
4
2
16
1
2
18
2
2
18
2
2
中
国
（
台
湾
）
1
3
1
1
1
1
1
1
1
2
1
1
1
韓
国
2
2
4
1
2
7
1
2
6
4
1
7
5
1
9
3
1
4
9
6
10
3
8
4
4
4
7
1
1
2
3
3
5
ベ
ト
ナ
ム
1
1
4
1
3
3
1
2
3
4
2
3
1
3
3
カ
ン
ボ
ジ
ア
1
1
モ
ン
ゴ
ル
1
1
1
1
1
ラ
オ
ス
1
1
1
1
ア
メ
リ
カ
1
ド
イ
ツ
2
4
3
2
5
3
4
2
3
3
3
2
5
フ
ラ
ン
ス
1
1
1
1
1
1
1
1
1
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
2
ス
ペ
イ
ン
1
1
1
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
2
1
1
1
ス
イ
ス
1
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
1
タ
イ
1
1
1
1
1
香
港
1
ロ
シ
ア
1
キ
ル
ギ
ス
1
1
合
　
　
計
22
13
15
17
12
18
22
15
15
14
15
13
9
7
20
13
7
15
20
9
15
26
9
11
21
3
17
26
4
13
25
2
10
23
3
14
21
2
19
商
学
部
／
商
学
研
究
科
1
2
0
0
0
2
0
1
2
1
1
2
0
（
平
成
27
年
5 月
1 日
現
在
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
学
…
学
位
取
得
を
目
的
に
入
学
す
る
留
学
生
（
入
学
者
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
院
…
大
学
院
生
（
修
士
・
博
士
）
に
所
属
す
る
留
学
生
（
入
学
者
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
特
…
国
際
交
流
協
定
校
か
ら
1 年
間
留
学
す
る
特
別
聴
講
生
統計6
123公認会計士2次試験合格者数の推移（1949年～2014年）
年度
全国
出願者
論文式（最終）合格者 会計士講座出身
合格者 ( 内数 )率（％） 卒業生 在学生 計
昭24 （1949） 528 13.3
昭25 （1950） 1,146 14.7
昭26 （1951） 1,794 9.6
昭27 （1952） 1,872 6.8
昭28 （1953） 1,913 8.9
昭29 （1954） 1,976 8.8
昭30 （1955） 2,372 8.2
昭31 （1956） 2,687 5.6
昭32 （1957） 2,608 7.2
昭33 （1958） 2,584 8.5
昭34 （1959） 2,730 7.8
昭35 （1960） 2,427 8.1
昭36 （1961） 2,280 6.1
昭37 （1962） 2,183 5.9
昭38 （1963） 2,277 5.8 1
昭39 （1964） 2,399 5.4 3
昭40 （1965） 2,612 6.7 2
昭41 （1966） 3,052 5.9 2
昭42 （1967） 3,296 7.1 5
昭43 （1968） 3,720 6 2 2
昭44 （1969） 4,025 6 2 2
昭45 （1970） 4,634 5.3 1 3 4
昭46 （1971） 4,938 5.9
昭47 （1972） 5,055 6.4
昭48 （1973） 4,894 6.8 3 1 4
昭49 （1974） 5,218 8.9 2 3 5
昭50 （1975） 5,597 8.3 2 2 4
昭51 （1976） 5,795 5.5 1 2 3
昭52 （1977） 5,480 7.8 4 1 5
昭53 （1978） 5,393 5.6 4 1 5
昭54 （1979） 4,942 5.7 4 4
昭55 （1980） 4,357 5.8 2 2
昭56 （1981） 4,076 5.9 2 2 4
昭57 （1982） 3,814 5.6 3 3
昭58 （1983） 3,700 6.5 2 1 3
昭59 （1984） 3,712 7.8 3 3
昭60 （1985） 3,969 8 5 1 6
昭61 （1986） 4,282 10.6 2 2 4
昭62 （1987） 4,635 8.5 9 9
昭63 （1988） 5,205 7.3 5 5
平元 （1989） 5,735 10.39 5 1 6
平2 （1990） 6,449 9.83 8 8
平3 （1991） 7,157 8.91 8 8
平4 （1992） 8,102 9.85 9 2 11
平5 （1993） 9,538 7.52 3 3
平6 （1994） 10,391 7.43 3 2 5
平7 （1995） 10,414 6.93 8 8
平8 （1996） 10,183 6.6 12 12
平9 （1997） 10,033 6.71 6 1 7
平10 （1998） 10,006 6.72 4 1 5
平11 （1999） 10,265 7.66 6 6
平12 （2000） 11,058 7.58 4 1 5
平13 （2001） 12,073 7.96 4 4
平14 （2002） 13,389 8.6 12 12
平15 （2003） 14,978 8.4 9 9
平16 （2004） 16,310 8.4 8 8 3
平17 （2005） 15,322 8.5 10 10 4
平18 （2006） 16,210 8.5 7 3 10 5
平19 （2007） 18,220 14.8 22 5 27 14
平20 （2008） 19,736 15.3 30 7 37 15
平21 （2009） 20,443 9.4 7 7 14 11
平22 （2010） 25,147 7.6 15 7 22 15
平23 （2011） 22,773 6.4 9 6 15 8
平24 （2012） 17,609 7.4 10 0 10 9
平25 （2013） 13,016 8.8 6 6 12 9
平26 （2014） 10,712 10 11 4 15 12
（出所：専修大学エクステンションセンター）
統計7
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商学部小史年表
西　暦 元　号 商　　学　　部 大　　学
1880 明治13 経済・法律専攻の専修学校設立．
1905 明治38 10 「商科」設置（明治44年7月廃止）．商学教育始まる．
1906 明治39 2 　特別速成科（商業実務講習科他）開設．
1917 大正6
3
4
9　
私立専修商業学校授業開始（昭和3年3月大学より分離）．
私立専修実業学校授業開始．
専門部に「計理科」設置．「計理専修」の名高まる．
1919 大正8 校名を私立専修大学から専修大学と改称．
1928 昭和3 4 専門部に「商業科」増設（昭和7年10月に商科と改称）．
1944 昭和19
4 商科・計理科を経営科に統合（昭和21年4月に従来の学科組
織に戻る）．
1949 昭和24
4
7
学制改革により商業学科は経済学科とともに「商経学部」
となる．
会計学の研究拠点として「会計学研究所」設置（前身は
「計理学研究会」）．
1950 昭和25 4 専修大学短期大学部商経科設置（昭和40年3月廃止）．
1951 昭和26 学校法人専修大学に組織変更．
1953 昭和28 会計学研究所は会計学講習会を開講．
1954 昭和29 4 会計学講習会を会計学教室と改称する．
1962 昭和37 経営学部設置．
1963 昭和38 4 商経学部を経済学部に名称変更 .
1964 昭和39
1 経済学部定員変更届受理される（経済学科定員400名・商業
学科300名）．
1965 昭和40
3

4
5
「商学部」設置認可（一部商業学科定員300名・二部商業学
科定員150名）．
商業学科に会計・管理コースおよび一般商業コース設置．
商学部長大塚光（昭和40年月～昭和44年3月）．
専修商学論集第1号刊行．
1966 昭和41 1 商学研究拠点として「商学研究所」設置． 文学部設置．
1967 昭和42
12
12
商学部の会計学科増設届が受理される（開設は昭和43年度）．
商学部商業学科定員変更届が受理される（会計学科増設に
伴う定員割譲で300名から200名となる）．
1968 昭和43
4 商学部に [ 会計学科 ] 増設（定員100名）．商業学科に A 金
融・証券志望、B 販売・貿易志望、C 交通・観光志望、D
経営・企画・調査志望のコース設置．これにより商学部が
商業学科と会計学科の2学科体制となる．
専修大学美唄農工短期大学設置（昭和48年
に専修大学北海道短期大学と改称）．
1969 昭和44
4 商学部長吉川義弘（昭和44年4月～同年12月）、商学部長澤
田武（昭和44年12月～同52年8月）．
伊勢原セミナーハウス竣工．
1972 昭和47 1 商業学科定員変更届受理される（定員300名）． 経営学部に情報管理学科増設．
1973 昭和48 神田校舎1号館竣工．
1974 昭和49
4 神田校舎改築で中断していた会計学研究所附設の会計学教
室再開．
1975 昭和50
3
12
大学院商学研究科商学専攻修士課程設置認可．
商学部商業学科定員変更届受理される（400人）．
生田校舎6号館に大学院をおく．
1977 昭和52
3
9
12
大学院商学研究科商学専攻博士課程設置．
商学部長石渡績（昭和52年9月～同54年3月）．
商業学科定員変更届受理される（500人）．
生田校舎食堂館竣工．
1978 昭和53
6 会計学研究所附設「会計学教室」，「会計学講座」に名称変
更．
商学部受験者1万人を超える（商業学科10,003人・会計学科
2864人）．
1979 昭和54
4
7
商学部長笹井昭孝（昭和54年4月～平成元年8月）．
会計学研究所附設会計学講座廃止．
二部「有職者優先入学試験」実施．
生田新1号館竣工．
専修大学創立百年記念式典．
1980 昭和55 外国人留学生入学試験実施．
1981 昭和56
4 昭和56年度カリキュラム改正・進級制度導入．商学部新入
生歓迎会開催．
商業学科指定校推薦入学試験実施．
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1982 昭和57 会計学科指定校推薦入学試験実施．
1985 昭和60
6 商学部開設20周年記念祝賀会．
商業学科公募制推薦入学試験実施．二部「新卒有職者優先
入学試験」「社会人入学試験」実施．
専修商学論集商学部開設20周年記念号発刊．
情報科学センター設置．
1986 昭和61
4 商業学科定員変更（定員600名），期間付臨時定員増（商業
学科50名・会計学科50名）．
帰国子女入学試験実施（平成14年より「帰国生入学試験」
に改称）．
1988 昭和63 2 無学籍学生事件起こる．
1989 平成1
9 商学部長小澤康人（平成元年9月～同5年8月）． 石巻専修大学（理工学部・経営学部）設
置．
1990 平成2 7 商学部長期構想委員会設置． 専修大学21世紀構想会議設置．
1991 平成3 生田校舎8号館竣工．
1992 平成4 国際交流センター設置．
1993 平成5 4 商学部長殿村晋一（平成5年9月～同9年8月）．
1995 平成7 専修商学論集商学部開設30周年記念号発刊． 専修大学会館（神田校舎6号館）竣工．
1996 平成8
商業学科一般入学試験「B 方式（高得点2教科型）」実施．
二部「新卒有職者優先入学試験」を「有職者優先入学試験」
に統合．
経済学部に国際経済学科、文学部に心理学
科増設．
1997 平成9 9 商学部長小島崇弘（平成9年9月～同11年8月） 専修大学120年館（9号館）竣工．
1998 平成10 会計学科公募制推薦入学試験実施．
1999 平成11
9 商学部長松原成美（平成11年9月～同13年8月）．
商業学科大学入試センター試験利用入学試験実施．
2000 平成12
4
10
11
商学部専門科目にセメスター制導入．商業学科は3コース制
（マーケティングコース・金融・証券・保険コース・産業シ
ステムコース）．
45年にわたって各年10名ずつ臨時定員削減．
会計学研究所創立50周年記念記念シンポジウム・講演会．
商学部・商学研究所共催「商学部3コース制発足記念公開講
座」（3日連続開講）．
2001 平成13
9 商学部長大西勝明（平成13年9月～同17年8月）．
商業学科・会計学科地区入試導入．会計学科大学入試セン
ター試験利用入学試験実施．
二部「自己推薦入学試験」実施．
ネットワーク情報学部設置．
神田校舎7号館（大学院棟）竣工．
2002 平成14
4 大学院商学研究科（商学専攻）修士課程夜間開講（ビジネ
スコース）．
2003 平成15
1
4
商学部長賞設置．
商業学科定員変更（定員470名）．
二部「KS パートナーシップ入学試験」実施．「有職者優先
入学試験」を「有職者入学試験」に名称変更．
大学院社会知性開発研究センター設置（平
成18年社会知性開発研究センターに改称）．
2004 平成16
4 商業学科「金融・証券・保険コース」を「ファイナンス
コース」に改称．
法科大学院設置．神田校舎8号館（法科大
学院棟）竣工．
2005 平成17
9
10
商学部長川村晃正（平成17年9月～同21年8月）．
商学部創立40周年記念祝賀会．
商学部学期末卒業制度（9月卒業）導入．商学部インターン
シップ導入．
大学入試センター試験利用後期入学試験実施．
キャリア・デザインセンター設置．
2006 平成18
4
4
商業学科を「マーケティング学科」に名称変更．マーケ
ティング学科は「マーケティングコース」「ファイナンス
コース」「グローバルビジネスコース」「ビジネスインテリ
ジェンス」に再編．会計学科は4つの履修モデル（「会計プ
ロフェッショナル」「財務会計」「管理会計」「財務情報」）
を提示．
学部・大学院一貫5年制「商学特修コース」設置．
専修商学論集商学部開設40周年記念号発刊．
法学部に政治学科増設．
2007 平成19
4 スポーツウエルネスプログラム（SWP）講座開設． 生田校舎130年記念館（10号館）竣工．
校友会創立120周年記念祝賀会挙行．
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2008 平成20
10 会計学科創設40周年記念シンポジウム開催．
商学部卒業延期制度導入．「二部スカラシップ入学試
験」導入．
育友会創立50周年記念祝賀会挙行．
2009 平成21 9 商学部長内野　明（平成21年9月～同25年8月）．帰国生入学試験廃止．
向ヶ丘遊園駅前にサテライトキャンパ
ス開所．
2010 平成22
4
4
大学院商学研究科に会計学専攻を増設．
商学部定員変更（マーケティング学科定員440名・会計
学科定員220名）．二部商学部定員変更（定員100名）．
人間科学部設置．
2011 平成23
3
4
8
商学部学位記授与を生田校舎で行う．二部商学部学位
記授与を神田校舎で行う．
商学部入学式を生田校舎で挙行．二部商学部入学式を
神田校舎で挙行．
商学研究所、ベトナム国民経済大学ビジネススクール
と研究交流協定締結．
東日本大震災発生．
被災学生の休学者学費特例措置．
生田校舎2・3号館使用禁止．
2012 平成24 全国商業高等学校長協会推薦入学試験導入．
2013 平成25 9 商学部長佐々木重人（平成25年9月～）．
2014 平成26 4 「新たな学士課程教育」始まる． 国際交流会館竣工．神田校舎新5号館竣工．
